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0．研究開発の概要  

１．対象とした政策や政策形成プロセス、およびその課題 
少子高齢化・人口減少は我が国の喫緊の課題であり、その課題の解決にむけ、こどもや

子育て世代を支援することは重要な政策領域となっている。2023 年にこども家庭庁が設

立されるなどこども政策は転換期を迎えている。財源やヒト・モノの資源が限られる中、

エビデンスに基づき効率性が高く、かつ有効な政策立案・実施・評価を行う Evidence 
Based Policy Making（以下 EBPM とする）が重要視され、こども家庭庁には EBPM 推

進室が設置された。しかし、この EBPM を推進するにあたっては、様々な課題が生じて

いる。例えば、課題設定に対する考えが研究者と現場や政策決定側で相違があったり、政

策決定後の自治体実装において地域差があることなどがあげられる。本研究班は、これら

のボトルネックに対し、政策・研究・現場の間にある隔たりを橋渡しする人材（以下中間

人材とする）に着目し、その人材の活用について検討を行った。 
２．「科学技術イノベーション政策のための科学」としてのリサーチ・クエスチョン 

この研究・政策立案・政策実装の間にあるギャップは、各ステークホルダーの相互理解

の促進と中間人材の活用により埋めることができるのではないかと考えた。そこで本プロ

ジェクトでは、①EBPM サイクルの全体像及び促進・阻害因子は何か、②研究者と行政

官のギャップを埋めるために介入すべきことは何か、③②の介入に有用性が高いと仮定し

た中間人材のニーズと必要な支援は何か、④EBPM を実装する上で中間人材は、医療・保健

領域以外でどのように活用されているか、これらを明らかにすることを目標とした。 

３．創出した成果により、「誰に、何を」与えたのか 
①成育医療・保健領域に関連する省庁の行政官や研究者に対して、EBPM サイクルの全体像

及び EBPM の促進因子を発信した。今後、両者の共通認識が促進されることが期待される。 
②EBPM を促進するための介入策を検証し、優先度及び実行可能性が高い中間人材への支援

に着目した。特に医療・保健分野は、人事交流の医系技官の有効活用がその人材として要にな

りうることを、関係省庁と共有した。人事交流者等への省庁内外の支援の充実は、公務への適

応を促進し、行政経験から新たなスキルを習得しやすくなることが期待される。 
③中間人材となることが期待される人事交流の医系技官のニーズを把握し、派遣元組織及び受

け入れ省庁での組織的な取り組みの必要性が明らかになった。これらのニーズを踏まえ、派遣

元組織のヒアリングを行い、好事例を省庁と共有、省庁側のニーズや課題、人事交流者等への

有効な支援方法について議論を重ねた。その結果、資材は人事交流者及び関係省庁のニーズを

反映した内容となり、今後オリエンテーション等で活用される予定である。また、ネットワー

ク支援は今後関係省庁と取り組む予定である。 
４．研究開発の達成状況と限界 
本プロジェクトでは、以下を達成した。 
①EBPM を促進する 25 の因子を同定し、学術論文（査読付き１本）を公表した。 
②EBPM 促進のための優先的介入策を抽出、関係省庁へ提示した。(学術論文は投稿中） 
③支援策を開発し、資材の発行及び省庁での活用を予定している。 
④医療・保健領域を超えた分野の EBPM 実態及び中間人材の活用を明らかにする予定である 
 限界として、EBPM の重要な促進要因として行政内の予算や人員の充実、人事制度、デー

タ整備など基盤環境が挙げられたが、実現可能性が高い改善策の提案には至らなかった。ま

た、本プロジェクトは人材の有効活用の提言には至ったが、その人材活用がどのように

EBPM に資するかという結果について十分に可視化するには至らなかった。中間人材を医系

技官と狭義に定義しており、他の職種や立場でも応用可能であるか検証が必要である。 
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1．プロジェクトの達成目標 

＜アウトプット＞ 

 こども政策における EBPMサイクルの全体像と顕在化していない促進・阻害因子を同定す

る。 

 各ステークホルダーの相互理解を深める研修資材「EBPM推進資材①」を開発する 

 「EBPM 推進資材①」を各ステークホルダーに活用してもらう 

 政策担当者と研究者の間のギャップの認識と両者の連携・コミュニケーションを推進す

るための介入策を検討する。 

 「研究者」「技官」向けの相互理解を深める研修資材「EBPM推進資材②」を開発する 

 「EBPM 推進資材②」を活用してもらう。 

 「EBPM 推進資材①②」に対して多様な関与者からフィードバックをえて、妥当性などを

検討する。 

 中間人材の実態・ニーズを把握し、EBPM推進のための改善点を提言する 

 中間人材の育成支援のための「中間人材支援パッケージ」を開発する 

 「中間人材支援パッケージ」を、中間人材候補に活用してもらい、質問票調査によるパッ

ケージ使用前後の評価を行う。 

 中間人材の経験者や現職の政策立案者などのネットワークを構築する。 

 政策実装の好事例や促進因子について検討する。 

＜アウトカム＞ 

 開発した「EBPM 推進資材①②」「中間人材支援パッケージ」が活用され、EBPM サイクル

の推進に貢献する。 

 中間人材の支援・活用に向けたポイントが明らかになり、より有効な支援・活用方法が

促進される 

2．研究開発の実施内容 

2-1．研究開発実施体制の構成図（図１） 

 
図１ 研究開発実施体制 

研究代表者

千先園子

（国立成育医療研究C 医員）

中間人材グループ

◎千先園子

（国立成育医療研究C 医員）

※厚労省・環境省技官（R1-R3）

研究者グループ

◎竹原健二

（国立成育医療C 部長）

有村悠子（国立成育医療研究C 研究員）

鈴木千琴（国立成育医療研究C 研究員）

政策担当者グループ

◎友利久哉

（国立成育医療研究C 次長）

研究グループ 研究方法の支援
須藤茉衣子（国立成育医療研究C）:
研究実施の支援
柳川侑子、木内翔太、松山春佳、若
林雛子（国立成育医療研究C ）:
中間人材支援パッケージ開発など

中間人材、研究者、政策担当者プール 成育こどもシンクタンク
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2-2．実施項目・研究開発期間中の研究開発の流れ（表１） 
実施項目 1．こども政策における EBPM サイクル推進に資する因子の同定 
 実施項目 1-1. レビュー調査による、インタビュー調査のフレームワークの検討 
 実施項目 1-2. 行政官、研究者、中間人材へインタビュー調査の実施 

 

実施項目 2. こども政策における EBPM サイクルに係る因子の優先度把握 

  実施項目 2-1. EBPM促進因子に対する介入策の開発 

 実施項目 2-2. EBPMを推進する介入策の主観的な有用性の把握 

 

実施項目 3．中間人材（医系技官人事交流者）の実態・ニーズ把握・支援パッケージの開発 

 実施項目 3-1. 実施項目２を基にヒアリングの実施、医系技官人事交流者のニーズ把握 

 実施項目 3-2. 医系技官人事交流者支援策の開発と実装 

 

実施項目 4 医療・保健分野以外での本研究の応用可能性の検証 

 実施項目 4-1.医療・保健分野以外の省庁へのヒアリング調査による実態把握 

 

表１ 研究開発実施項目 

研究開発の実施項目 2022 年度 2023 年度 2024 年度 2025 年度 

 ３Q ４Q １Q ２Q ３Q ４Q １Q ２Q ３Q ４Q １Q ２Q ３Q ４Q 

実施項目① 

文献のレビュー               

各ステークホルダーへインタビュー
調査 

    
          

実施項目② 

EBPM促進因子への介入策開発               

介入策の優先度把握の量的調査               

実施項目③ 

中間人材のヒアリング               

中間人材支援の好事例検証（派遣元、
受け入れ先）     

          

中間人材支援のための資材開発と実
装     

          

実施項目④ 

他省庁へのヒアリング調査               
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2-3．実施内容 

2-3-1．こども政策における EBPM サイクル推進に資する因子の同定 
2-3-1-1 レビュー調査によるインタビュー調査のフレームワークの検討 
【目的】 
英語文献から EBPM の阻害・促進要因、その解決策に関する知見の整理を目的とした。 

【方法】 
PubMed を使用し、以下の 2 通りの予備検索を用い、すでに知見がまとめられた系統的レビュ

ー（Systematic Review）と一次研究（主にインタビュー研究）の収集を試みた。 
 予備検索式①＜系統的レビューの収集＞：｢Evidence based Policy making｣｢facilitator｣

｢barrier｣のキーワードを用い、PubMed の[Systematic Review]フィルターをかけて検索を

行った。（2022/11/16 時点で 215 件ヒット） 
 予備検索式②＜インタビュー研究の収集＞：｢Policymaker｣「researcher｣｢partnership/ 

collaboration｣等のキーワードを用いて関連の研究を抽出した。その他、｢Evidence based 
Policy Making｣のキーワードにインタビュー研究の用語を組み合わせた検索式なども検討

し、関連文献の特定を進めた。 
 
2-3-1-2 行政官、研究者、中間人材へインタビュー調査の実施 
【背景・目的】 

文献検討の結果、これまでの先行研究では、EBPM 推進の促進要因および阻害要因が一定

程度明らかにされてきたが、その多くは欧米諸国を対象としたものであり、日本における同

様の研究はこれまで行われていないことが明らかになった。近年では、エビデンスと政策の

橋渡し役として、中間人材が EBPM推進に寄与する可能性が注目されている。しかし、既存

研究の多くは政策担当者や研究者を対象としており、中間人材を含めた包括的な視点からの

分析は不足している。本研究では、政策担当者、研究者、そして中間人材の視点を統合し、

日本における EBPM推進の要因を明らかにすることを目的とした。 

 

【方法】 

研究デザイン：探索的質的記述的研究 

対象者選定 

 層化別合目的的サンプリングにて対象者を選定した。 

文献レビューより諸外国では医療・保健領域に焦点を当てた EBPMに関する研究が多く、

エビデンスとの親和性が高いことが明らかになった。日本の文脈では明らかになっていない

要因を探索し、今後の実装の優先度を検討する本研究では、深いデータを得るために、EBPM

との親和性が高い領域である医療・保健領域を選定した。サンプリングの目標は新たな因子

の出現がなくなるデータが得られるまで（データ飽和）とした。加えて、質的研究の対象者

数の目安を参考に 1)、等質的集団である各層を 5名、全 15名程度を一定の目標とした。 

各層の対象者の選定基準の詳細は以下に記す。 

 

 行政官 

中央省庁に所属し、課長級職または行政官として 10年以上の勤務経験を有する者。医

療・保健政策の課題設定、政策ニーズの把握、政策の立案・評価に携わっている者。 

 

 研究者 

研究者の選定要件を検討するため、国立研究機関に所属する研究者２名にプレインタ
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ビューを実施した。その結果、EBPM の課題や介入策を見出す語りを引き出すために

は、専門的助言を行う外部有識者として国の審議会等に参画した経験や政策助言の経

験を有する研究者である必要があることが明らかになった。そのため、以下選定基準

を設けた。 

• 国の研究助成を受け医療・保健領域の大規模研究の研究代表者または分担研究

者としての経験を有する 

 

 中間人材 

研究または臨床のバックグラウンドを有し、少なくとも 2年以上、政府機関において

政策形成に関与した経験を持つ者。 

 

対象者のリクルート方法と登録方法 

 研究代表者が自身の専門的ネットワークから適格な候補者を招集し、候補者に次の候補者

の紹介を依頼する形で参加者を拡大するスノーボーリングサンプリング法を実施した。 

登録は研究チームを通じて実施、文章によるインフォームド・コンセントを取得した。 

 

調査項目 

1. EBPM に対する考え（重要だと思うか、十分に実践されていると思うか） 

2. EBPM サイクルのステップに関する認識（どのようなステップがあるか） 

3. エビデンスの定義 

4. 各ステップにおける促進因子・阻害因子（参照：図 2） 

5. 阻害因子がある場合、解決策は何か 

 

図 2：インタビューガイドに掲載した EBPM サイクルのステップフロー 
 

データ収集方法 

半構造化面接を実施した。インタビュアーは、より効果的にインタビューガイドのフレー

ムに沿ってコメントを引き出すために、インタビュー開始前にインタビューガイドをインタ

ビュイーに共有し、口頭で説明を加えながら、EBPM の各ステップ（①現状と課題の把握、

②課題設定、③政策立案、④合意形成/政策決定、⑤政策実装、⑥評価）について互いの認

識を合わせた。インタビューでは、EBPMのステップ毎に促進、阻害因子、それに付随する
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解決策を聞いた。全てのインタビューを録音し、逐語録を作成した。録音・テキストデータ

には個人識別情報を含めず、データは研究者間で共有し、外部からアクセスできない内部シ

ステム上で厳重に管理した。 

 

解析方法 

まず１名の研究者が全ての逐語録を複数回精読し、意味のある単位ごとに文章を区分し

た。その後、別の３名の研究者が独立して内容を確認し、データの信用可能性を検証した。

コーディングは二人一組の体制で行い、解析の一貫性を確保した。コーディング結果に不一

致が生じた場合には、別の研究者２名を交えて協議し、合意形成を行った。各ペアが再度逐

語録を精読し、文脈とコードの整合性を確認する作業を繰り返し実施し、全ての結果が一致

するまでこのプロセスを継続した。EBPMの促進要因を抽出するにあたり、複数の参加者に

共通して認識された要素を重視し、少なくとも二名以上の発言者に該当するコードをサブカ

テゴリとして定義した。一名のみの発言に基づくコードは除外コードとして扱い、既存のカ

テゴリに該当せず新たなサブカテゴリを形成する根拠がないと判断された場合には、分析対

象から除外した。これらの判断はすべて研究者間の合意に基づき行われた。 

 

参考文献 

1) Holloway, Wheeler.  ナースのための質的研究入門第二版, 医学書院; 2013.  
 

2-3-2.  こども政策における EBPM サイクルに係る因子の優先度把握 

2-3-2-1. EBPM 推進因子に対する介入策の開発 
【目的】 

インタビュー調査で明らかになった EBPM 推進上の課題に対し、今後の量的調査による

優先度評価に先立ち、具体的な介入策案を作成することを目的とした。 
【方法】 

質的調査で明らかになった 25 の因子に対し、文献レビューおよび研究チーム内でのデ

ィスカッションを通じて介入策案を作成した。チーム内で内容を最終化した後、複数の外

部の研究者を対象に内容の網羅性や適切性を確認した。 

2-3-2-2．こども政策における EBPM サイクルに係る因子の優先度把握 

【背景・目的】 

EBPM の課題に対する具体的な介入策の実装や提言を効果的に行うためには、各介入策の

有用性を踏まえて実装を検討する必要があると考えている。そのため本研究は、EBPM 推進

に必要な因子（以下カテゴリ）と介入策がどの程度有用と想定されるか（以下、有用性）を

明らかにすることを目的にアンケート調査を実施した。 
 

【方法】 

対象者 

 行政官：成育医療と関係する複数の省庁の部局に現在、もしくは過去5年間に在籍して

いた者（78名） 
 研究者：厚労科研（委託事業を含めた）のデータベースで該当する過去5年間に成育医

療・母子保健領域の厚生労働科学研究班代表を務めた研究者（49名） 
 中間人材：日本の成育医療・母子保健領域で過去に関係省庁において人事交流で一定期

間技官を務めた医療従事者（27名） 
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対象者のリクルート方法と登録方法 

 行政官 
研究班から、複数の省庁の成育医療と関係する部局に研究の趣旨を説明し、協力を依頼

した。対象者には、該当部署から研究参加依頼文をメールにて共有し、アンケートへの

回答を依頼した。 
 研究者 

厚労科研（委託事業を含めた）のデータベースで該当する過去に成育医療・母子保健領

域の厚生科学研究班代表を務めた研究者について、公開されている情報をもとにリスト

を作成した。情報が公開されていない研究者については、当人の個人情報提供の許可を

得た上で、研究班にて取得した連絡先にメールもしくは郵送にて研究の趣旨を説明し、

アンケート調査への協力を依頼した。 
 中間人材 

研究班から、複数の省庁の成育医療と関係する部局に研究の趣旨を説明し、協力を依頼

した。過去に関係省庁で人事交流を行い、現在は他機関に所属している対象者について

は、当人の個人情報提供の許可を得た上で、Microsoft Forms にて研究班で入手した連絡

先に研究参加依頼文をメールにて共有し、アンケートへの回答を依頼した。 
 
調査項目 

先に実施したインタビュー調査から明らかになった EBPM を実施する上で必要な 25 因子

と作成した 75 個の介入策案の有用性を無記名自記式アンケート調査によって評価した。 
① カテゴリの有用性（5段階リッカートスケール：非常に有用、有用、どちらとも言えない、

有用でない、全く有用でない） 
② 介入策の有用性（各因子に対して有用だと思う介入策を全て選択） 

 
データ収集方法 

Web 調査システム（Microsoft Forms：研究者が所属する研究所のアカウントを使用）を用

いて調査対象者に質問票を配布した。郵送にてリクルートを行った対象者は、説明文書に記

載してある質問票の QR コードを読み込み、Web 調査システムから回答を行った。 
解析方法 

回答者の基本属性は単純集計を行った。各調査項目の解析方法は下記の通りである。 
 調査項目① 

カテゴリの有用性について平均値を算出した。 
 調査項目② 

カテゴリ内におけるそれぞれの介入策が有用だと回答した人の割合を算出した。 
 

2-3-3．中間人材（医系技官人事交流者）の実態・ニーズ把握・支援パッケージの開発 
2-3-3-1 医系技官人事交流者のニーズ把握 

【目的】 

 研究や臨床における研究や診療経験を持ち、人事交流を行う医系技官が、ステークホルダ

ー間をつなぎ、EBPMサイクルの円滑化の一助となることが、インタビュー調査及びアンケ

ート調査から示唆された。そこで、アンケート調査で人事交流経験者が EBPM推進に重要と

考える優先度が高い内容の中でも、人事交流者への支援に関して抽出し、支援策開発に向け

たヒアリング調査を行い、医系技官人事交流者のニーズを具体化した。 
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【方法】 

対象者 

 こども政策領域で医系技官として人事交流経験のある医師３名 
対象者のリクルート方法と登録方法 

 インタビュー・アンケート調査に協力が得られた医系技官として人事交流経験のある医師に

再度ヒアリングを依頼した。 
調査項目 

 アンケート調査において、中間人材への支援に関して上位に上がった項目（表２参照）につい

てヒアリング調査を行った。 

 表２ 中間人材に関連した EBPMの促進因子とその介入策上位項目 

促進因子 介入策 選択率 

7 
人事交流者への技術

的・心理的サポート 

人事交流予定者や受け入れ組織が開始前に必要な知

識を得るための手引きの作成 
87.0% 

9 
人事交流経験を活用

する組織的支援 

人事交流後に行政経験を活かせる派遣元組織の人事

体制の整備 
74.5% 

人事交流経験者が、学会と政策の繋ぎ役として活躍

できる場の整備 
70.9% 

人事交流者が行政経験を活かせるポストの提供 75.0% 

研究者が研究課題を設定する際に人事交流者が知見

を提供できる体制の整備 
51.1% 

10 

座学と実践を通した

人事交流者の育成体

制 

人事交流者が行政・アカデミア・臨床現場等と交流

し、それぞれの視点や役割を学べるような体制の整

備 

81.1% 

公衆衛生大学院や医学部教育での医療政策や公衆衛

生学のカリキュラムの充実、公衆衛生の人材育成の

強化 

71.1% 

 外部組織（例：コンサルティングファーム等の民

間企業）による人事交流者の実践的なサポート提供 
35.9% 

11 
人事交流後のキャリア

パスの提示 

行政官が行政官以外でも活躍できる外部組織のポ

ストの増設及び斡旋 
60.0% 

外部組織による、人事交流経験者の体験談やキャ

リアパスを参照できるオンラインプラットフォー

ムの整備 

45.6% 

 

データ収集方法 

 オンラインによる半構造化面接を実施した。インタビュアーはアンケート調査における中間人

材支援に関する上位項目に対する具体的な支援策やその実現性について意見を聴取した。ヒアリ

ング内容について、逐語録は作成せず、意見を要約してメモにまとめた。メモには個人を識別す

る情報は含めず、データは研究者間のみで共有をした。データの管理は外部からアクセスできな

い内部システム上で厳重に管理をした。 

 

分析方法 

ヒアリング内容を項目ごとにまとめ、その方法や手段について重点的に検討を行った。研究班

の複数メンバーで実現可能性を考慮し、具体的な中間人材への支援策の検討を行った。 
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2-3-3-2 人事交流の派遣元及び受け入れ側の支援の現状の把握 

【目的】 

 医系技官の人事交流者の多くが大学等から派遣をされている。インタビュー調査及びアン

ケート調査から派遣元が人事交流者を派遣前・中・後で支援することが有効な策として挙が

った。また、受け入れ元である省庁での受け入れ体制の強化も支援策として優先度が高いこ

とが明らかになった。そこで、派遣元及び受け入れ側の人事交流者への支援実態を明らかに

するため、ヒアリング調査を行った。 

 対象 

 派遣元組織関係者 

人事交流者を定期的に派遣している組織の関係者（２組織） 
 受け入れ側関係者 

人事交流者や中途採用で入省した職員の育成支援に関連する行政官（2名） 

 

対象者のリクルート方法と登録方法 

 受け入れ元である省庁より、派遣元の中でも積極的に支援を行っている組織について情報

を提供してもらい、それらの組織の関係者へヒアリングを依頼した。 

 

 調査項目 

 派遣元へ以下の項目をヒアリングした。 

 ＜ヒアリング内容＞ 

1. 人事交流前の支援内容（オリエンテーションや人事交流経験者との繋がりの場な

ど） 

2. 人事交流前に事前に知っておくべき情報 

3. 人事交流中のサポート体制 

4. 人事交流後の支援（職位、活躍するサポート） 

5. 人事交流者が行政経験で身に着けてほしいスキル 

6. 人事交流制度を活性化させる仕組みへの提案など 

 

受け入れ側へは以下の項目をヒアリングした。 

 ＜ヒアリング内容＞ 

1. 人事交流者や中途採用者の研修の実際 

2. 研修の実施体制 

3. 省庁内の人材育成で大切にしていること 

4. 支援パッケージについての意見 

 

 データ収集方法 

 オンラインもしくは対面による半構造化面接により、上記項目をヒアリングした。ヒアリング

内容について、逐語録は作成せず、意見を要約してメモにまとめた。メモには個人を識別する情

報は含めず、データは研究者間のみで共有をした。データの管理は外部からアクセスできない内

部システム上で厳重に管理をした。 

  

分析方法 

ヒアリング内容から得られた支援内容について、類似性に合わせてまとめ概念化した。また好

事例としてまとめ、派遣元や受け入れ組織に情報を提供できる方法の検討を行った。 
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2-3-3-4 医系技官人事交流者支援策の開発と実装 

 これまでの研究結果を踏まえ、人事交流者の支援策を研究メンバーで検討を行った。 

 実装にあたっては、人事交流受け入れ元の省庁の関係者からも意見を聴取し、組織のニーズ、

人事交流者のニーズにマッチする方法の検討を行っている。 

 

支援策開発の手順（図３参照） 

 

 図３．支援策開発手順 

 

2-3-4．医療・保健分野以外での本研究の応用可能性の調査 

 2-3-4-1.医療・保健分野以外の省庁へのヒアリング調査による実態把握 

 【目的】 

これまでのプロジェクトの研究により、「中間人材」が EBPM を推進する一助となるこ

とが示唆されてきた。本プロジェクトは医療・保健領域を中心とした研究を進めてきた。

保健医療領域はエビデンスを使うことや創出することに親和性が高い領域でもあることが

文献調査からも明らかになったが、他領域の国内における実態は不明である。海外では、

教育や環境、食料分野での Knowledge Broker の活動は報告されているが 2), 3), 4)、国内では

保健・医療領域以外での報告は乏しい。そこで、複数の省庁に調査を行い、省庁間の中間人

材の活用状況を比較し、EBPM 推進の一助となっているか、活用における課題や促進する

要因を見出し、医療・保健領域を超え中間人材を活用方略の示唆を得ることを目的とする。 

【方法】 

 対象 

 医療・保健領域以外の省庁（文部科学省、内閣府、農林水産省、環境省、経済産業省な

ど）に所属し、政策決定にかかわっている行政官 

 

 対象者のリクルート方法と登録方法 

  便宜的抽出法を行う（これまでに調査した研究対象者等から紹介を受ける） 

 

調査項目 

①  対象者の属性 

• 所属している省庁と現所属部署 

• これまで経験した省庁内での領域 

• 省庁以外での実務経験（研究や企業での実務など） 

 

② 省庁内での EBPM の実態 
• エビデンスの定義 
• エビデンスの活用度合い（EBPM サイクルの各ステップでどのようなエビデンスを誰

から得ながら、どのように活用しているか）     
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③ エビデンス活用の阻害・促進要因に対する認識（質的調査に基づく：図４参照） 
• 研究者や研究機関とコラボレイト状況 
• 政策プロセスに活用するデータの整備状況 
• EBPM 推進のために職員への教育について 
• 省庁内での人・時間・予算の状況 

• EBPMを推進するための人事への取り組みがあるか 

 

図４．EBPM 推進に関連する因子の概念枠組み 

 

④ 中間人材の活用の実態及び活用における課題、有用性の認識 

• 人事交流者及び中途採用者の割合やどのような実務経験者が多いか 

• 人事交流者及び中途採用者に期待すること、実際の状況 

• 人事交流者及び中途採用者の EBPM への活用に対する有用性の認識 

 

データ収集方法 

  対面もしくはオンラインによる半構造化面接を実施する。インタビュアは事前に対象者へ

インタビューガイドを共有しておく。インタビューはインタビューガイドに沿って行う。 

 インタビューは録音し、録音データから逐語録を作成する。逐語録は研究者間のみで共有

をした。データの管理は外部からアクセスできない内部システム上で厳重に管理をする。 

 

分析方法 

 各省庁内における政策決定に必要なエビデンスのとらえ方、エビデンスの活用の程度、エビ

デンスを活用するうえでの障壁・促進要因、障壁の乗り越え方、中間人材の活用の必要性の認

識について、逐語録から文節を抽出し、抽出した内容をコード化する。マトリックス表を作り、

コードを分類していく。 

＜参考文献＞ 

2） Rycroft-Smith, L. (2022) Knowledge brokering to bridge the research-practice gap in 
education: where are we now?, Review of Education, 10(1): e3341. doi: 10.1002/ 
rev3.3341 

3） Carton, G. and Ungureanu, P. (2018) Bridging the research–practice divide: a study of 
scholar-practitioners’ multiple role management strategies and knowledge spillovers 
across roles, Journal of Management Inquiry, 27(4): 436–53. doi: 
10.1177/1056492617696890 

4）Louise Shaxson, Rick Hood, Annette Boaz,et al., (2024), Knowledge brokering inside the 
policy making process: an analysis of evidence use inside a UK government department, 
Evidence and Policy, 21(1), 6-25. doi: 10.1332/17442648Y2024D000000028. 
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3．研究開発結果・成果 

3-1．プロジェクト全体としての成果 

本プロジェクトでは、成育医療保健領域の EBPMサイクルにおけるボトルネックの解決に

中間人材がどのように活用できるかということを検証していくため、①成育医療・保健領域

の EBPM を促進する因子を同定する、②同定された EBPM 促進因子への介入策を開発し、優先

度を検討する、③優先度かつ実現可能性の高い介入のパッケージの開発と実装という３つの

ステップを踏み、研究を遂行した。以下に成果の概要を述べる。 

 

① 成育医療・保健領域の EBPM全体像の可視化と促進因子の同定 

 これまで暗黙的な認識しかされていなかった成育医療・保健領域の EBPM全体像を文献レ

ビューから可視化し、インタビュー調査を通じてその妥当性を検証した。さらに、EBPMを

促進する 5カテゴリー25因子を同定した。これまで、海外における EBPMの促進・阻害因子

は調査をされてきているが、日本の成育医療保健領域の文脈では初めて行われた調査であ

る。海外と比較し見出された日本の課題は①政策評価において第三者機関の活用が十分では

なく客観性が欠如していること、②政策実装を行う地方自治体へ実装する具体策の提示や情

報が不十分であること、③行政内人事はジェネラリスト育成を目指していることから２年程

度で異動となることで１つの政策への継続的な関与が難しく、長期戦略を立てることへ障壁

があること等であった。一方で EBPM を推進する新規的な因子として、臨床や研究経験を

有する医系技官の人事交流制度が抽出され、エビデンスと政策立案のギャップを埋める役割

の一端を担うことが期待されており、人事交流の支援を整備することが、EBPM 推進の一

助となることが示唆された。本研究結果は論文での公表を行い、関係省庁へも広く周知を図

った。 

 

②同定された EBPM促進因子への介入策を開発し、優先度の検討 

 質的研究により可視化された EBPM促進因子に対して、文献およびこれまでの調査、研究

班のメンバーの知見をもとに 72の介入策の検討を行った。25の促進因子とそれら介入策に

ついて、行政官、研究者、中間人材が主観的にとらえる有用さ（以下有用性）について調査

を行った。その結果、促進因子として有用性が高く、介入策としても多くの人が選択した項

目には、(1)エビデンス創出を支える環境整備、(2)ステークホルダー連携の構築、(3)EBPM
関連スキルの向上、(4)中間人材への体系的な支援が抽出された。これまで研究と政策の間に

ギャップが存在することは明らかになっていたが、そのための具体的介入策やその優先度に

ついては明らかにされてこなかった。本研究では、そのギャップを埋め、EBPM を促進する

ための実践的・実務的な介入策の優先度が見出され、支援策へとつながる結果を得られた。

本結果について、現在公表の準備をしている。 

 

③優先度かつ実現可能性の高い介入のパッケージの開発 

 ①②の結果をもとに、実現性の高い介入パッケージを検討する、人事交流経験者、人事交

流派遣元、人事交流受け入れ側（省庁）それぞれにヒアリングを行い、具体的な支援策を検

討した。その結果、人事交流者の実務的支援、キャリアパスの提示、ネットワーク構築支

援、派遣元が行う支援の好事例の提示が見出された。人事交流者・受け入れ省庁双方のニー

ズを踏まえた資材を作成し、今後は人事交流者の省庁入職時のオリエンテーションでの研修

等で活用（4月/10月を想定）や派遣元組織への配布、関連学会等での周知を広く行ってい

く予定である。また、人事交流者等のネットワーク構築を省庁と連携していく予定である。 
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 保健・医療領域における中間人材の活用が、EBPM を推進する一助となることが本プロジ

ェクトより明らかになった。保健・医療領域では、臨床診療・研究経験のある医師等が人事

交流制度を活用し行政経験を積み、この経験を活かして活躍することが EBPM に寄与する

中間人材の育成につながることが示唆された。本プロジェクトで開発中の人事交流者の支援

を充実させていくことで、行政官の人材不足が喫緊の課題となっている省庁に対して、省庁

内外から政策に関わる人・組織を増やしていく一助となり、EBPM の阻害因子の一つであ

る人員・時間不足を少しでも解消することにもつながっていくことが期待される。 

3-2．実施項目ごとの結果・成果の詳細 
3-2-1．こども政策における EBPM サイクル推進に資する因子の同定 
3-2-1-1. レビュー調査によるインタビュー調査のフレームワークの検討 
 
【結果】 
検索の結果 276 件（系統的レビュー215 件；インタビュー論文 61 件）の文献が特定さ

れ、スクリーニング後 8 件（系統的レビュー4 件；インタビュー論文 4 件）が選定された

（図 5 参照）。選定された論文の結果は表３に示す。 
文献８件のうち、インタビュー論文はアメリカ、イスラエル、ハンガリー、オーストラリ

アであった。また対象としていた領域は、8 件中 7 件が保健・医療領域であった。 

 
図 5. 文献の選定フロー図 
 

表３. レビュー調査から明らかになった EBPM における促進、阻害因子  
発言者  カテゴリ コード 促進因子 阻害因子 

研究者 研究の課題設定 研究可能性と実現可能性を考慮した課題設

定 
〇 

 

出口を見据えた研究 〇 
 

世論や陳情による研究課題の設定 
 

〇 
現行の政策に対する評価 〇 

 

行政官への有益な情報提供 〇 
 

研究の信頼性 質の高い研究 〇 
 

専門家としての認知 〇 
 

研究の実用性 研究手法の開発 〇 
 

政策に取り入れられない非実用的な研究 
 

〇 

人事評価制度 
政策研究が評価されないアカデミアの研究

環境 
 〇 

時間の確保 普及活動への時間確保の難しさ 
 

〇 

政策に関する理解 政策プロセスの理解 〇 
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政治、行政官との距

離 
政策決定プロセスの不透明性 

 
〇 

研究結果が反映されにくい頻繁な組織編制 
 

〇 

行政官 研究結果・研究者の

活用 
新規的な研究成果を活用できる体制 〇 

 

専門的知見の活用 〇 
 

研究成果が出るまでに要する時間 
 

〇 

状況に応じたエビデンスの利活用 〇 
 

研究へのサポート体制 〇 
 

研究に関する知識 研究の方法論に関する理解、知識不足  〇 

アカデミアとの距離 研究結果の妥当性や信頼性  〇 

学術機関による利権の追求  〇 

軽視される研究への行政官の貢献度  〇 

外的妥当性の低い研究  〇 

実用的な成果・情報の不足  〇 

行政の体制、政策プ

ロセス 
意思決定プロセスの形骸化  〇 

政策過程に係る人材不足  〇 

両者 組織間での連携 行政官、研究者間における相互理解 〇  

長期的な連携 〇 
 

組織間で連携して創出するエビデンス 〇 
 

利害関係に左右されない関係性構築 〇 
 

第三者機関の活用 〇  

研究の課題設定 
政策ニーズや時流を満たしていない研究 

 
〇 

世論や陳情による課題設定 
 

〇 

政治主導による政策

決定 
科学的根拠より優先される外的要因  

〇 

 
【考察】 
 文献レビューから見出された内容は、【人事制度（研究者）】【研究の実用性（研究者）】

や、【研究に関する知識（行政官）】【行政の体制・政策プロセス（行政官）】などの研究者・

行政官それぞれの環境やスキルが EBPM の促進・阻害因子となっていた。さらに、【行政官

との距離（研究者）】【アカデミアとの距離（行政官）】など双方の関係性が阻害因子として

抽出された一方で、【組織間連携（両者）】は全てのコードが促進因子として抽出されてい

る。組織間連携を通して、異なる職種間での相互関係を築くことが必要であることが明らか

になった。これらの結果を受け、組織間の連携に加え、行政官と研究者が相互関係を築く架

け橋となる中間人材がいることで、より EBPM が促進されるのではないかと本研究班は仮

説を立てた。今後の調査では、先行研究において政策過程や行政官の視点が欠如しているこ

とが指摘されていることを踏まえ、研究者、行政官、中間人材それぞれの視点を把握するた

めのインタビュー調査が重要であると考えた。 
 また、文献レビューした 8 件の文献中 7 件は医療・保健領域に焦点を当てた研究であり、

全領域の文献をレビューした Oliver らの文献でも、87%（126 件）は医療・保健領域であ

った 5)。EBPM の源流はエビデンスに基づく医療（Evidence Based Medicine）とする考え

が一般的とされており 6)、諸外国でも EBPM との親和性の高い領域として研究対象とされ

てきていることが示唆された。国内でも同様と考えられ、日本の文脈における EBPM の全

体像と促進因子を把握するために、EBPM と親和性が高い医療・保健領域にまずは焦点化
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しインタビュー調査を行うことで、厚みがあるリッチなデータが得られると考えた。 
 
参考文献 

5) Oliver K, Innvar S, Lorenc T, Woodman J, Thomas J. A systematic review of barriers to 
and facilitators of the use of evidence by policymakers. BMC Health Serv Res. 2014;14:1–
2. https://doi.org/10.1186/1472-6963-14-2. 
6)大竹文雄, 内山融、小林庸平(2022), EBPM エビデンスに基づく政策形成の導入と実践, 
日本経済新聞社 

 
3-2-1-2. 行政官、研究者、中間人材へインタビュー調査の実施 
【結果】 
対象者の属性 

行政官(5 名)、研究者(5 名)、中間人材(5 名)に対しインタビューを実施した（表４）。行政

官の主な所属先は、こども家庭庁や厚生労働省の成育医療・母子保健領域を所掌する部の技

官で EBPM 過程に一定の裁量権がある者であった。また、研究者の所属先は、国立・私立

大学医学部やナショナルセンター、研究所等で、厚労科研などの研究事業や政府委員等で

EBPM 過程に積極的に関与している者であった。中間人材は、15～19 年程度の厚生労働省

での勤務経験と臨床及び研究経験者であり、現在の主な所属先は地方中核こども病院、国

立・私立大学医学部等であり、行政経験を活かして、学会の委員会活動や行政研究、民間シ

ンクタンクなどに参画するなど、何らかの橋渡し業務に貢献している者だった。 
 

表４：インタビュー対象者の属性 
ステークホルダー 所属機関タイプ 性別 経験年数（範囲）* 

行政官 

中央省庁 男性 10–14 
中央省庁 女性 15–19 

中央省庁 男性 10–14 

中央省庁 男性 20年以上 
中央省 男性 10–14 

研究者 

大学 男性 20年以上 
大学 男性 10–14 
研究機関 男性 20年以上 
研究機関 男性 10–14 
大学 男性 20年以上 

中間人材 

大学 女性 10–14 
病院 男性 15–19 
大学 男性 15–19 
研究機関 男性 15–19 
大学 男性 15–19 

* 中間人材の経験年数は、人事交流の経験年数及び臨床・研究経験の合計年数を示している 
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表 5：EBPM やエビデンスに対するステークホルダー毎の認識の違い 

1. EBPM に対する考え（重要だと思うか、十分に実践されていると思うか）（表 5） 
EBPM が重要であるという認識は全てのステークホルダーで一致していた。しかし、

EBPM の実践している程度の認識はステークホルダー間で異なり、行政官は「比較的

実践されている」、研究者では「十分に実践されていない」、中間人材は両者の間で「一

定実践されているが課題がある」との認識だった。ステークホルダー毎の発言引用は下

記の通りであった。 
行政官：“政策過程では、基本的にはエビデンスは活用されているのかなと思います” 
研究者：“（研究者からすると）行政は何で動いているのかは非常にわからないです

ね。少なくともエビデンスとかロジックで動くものではないということは間違いないで

すね”中間人材：“「エビデンスベースドトポリシーメイキング」は理想ですけど、ほと

んどできてない。要はエビデンスレベルの低いエビデンスに基づくポリシーメイキング

しかできてない。「ポリシーベイスドエビデンスメイキング」のときもある” 
 
2. EBPM サイクルのステップに関する認識（どのようなステップがあるか）（表 5） 

EBPM サイクルについて、ステークホルダー間で差が見られ、行政官では研究者より

もより具体的で詳細なステップを想定しており、研究者は全体像にイメージがない者が

多かった。 
行政官：“課題設定は 2 段階ぐらいあるようなイメージなんですよね。大きな課題を設

定して、それで現状と課題を把握して、現状に基づいてより詳細な課題設定を行う。そ

れに対しての解決策、対応策を政策立案という表現でして、いくつかある選択肢に関し

てどれがいいかとか、比較考慮しながら合意形成を取り、判断を行って、それを実装実

現するための手段を予算なりを行い、少し時間を置いてから評価をしていきますという

サイクル” 
研究者：“サイクル自体は間違ってないと思うんですけど、（ステップごとにブロックさ

れて、ぶつ切りになって繋がっていないため）現状と課題の把握に入る前にまずブロッ

行政官 研究者 中間人材
1. EBPMに対する考え
（重要だと思うか、
十分に実践されている
と思うか）

重要だと思う
十分に実践されている

重要だと思う
十分に実践されていない

重要だと思う
一定程度実践されているが課題が
ある

2. EBPMサイクルのス
テップに関する認識
（どのようなステップ
があるか）

①課題の認識、現場の声や他国の
状況等をベースに課題を設定
②現状の制度の把握
③ ①②を踏まえた仮ゴールの設
定
④ ③達成のためのエビデンスの
収集、整理、不足の場合はエビデ
ンス創出
⑤ ④を踏まえたゴールの設定
⑥以降は通常の施策立案の過程
（関係者の合意形成、法令や予算
措置等）
⑦施策実行
⑧本施策の効果検証→①に戻る

①現状と課題の把握
②課題設定
③政策立案
④合意形成
⑤政策実装
⑥評価

①現状と課題の把握
②課題設定
③政策立案
④合意形成
⑤政策実装
⑥評価

3. エビデンスの定義 「説明責任（アカウンタビリ
ティ）」
「各ステークホルダーに公正さを
説明するための背景データのこ
と」

「メタアナライシスを頂点とする
科学的な客観的根拠のこと」

「政策に活用しうる研究データや
好事例などの幅広い情報のこと」
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クされて、把握されたとして、またブロックされて、課題設定がよくなってブロックさ

れ、いい設定が通って、立案までいかずに、設定がよかったけれども立案したけれども

合意がされなかったとか。合意されたけど、だれも実装しなかった。実装したけれども

誰も評価せず、埋もれ出てしまっているものが多い” 
中間人材：“現状と課題把握から始まるサイクルはアカデミア主導が前提になっている

と思うのですが、政策的にまず行政が動いて、その政策の評価をやって、その後にアカ

デミアが入ってくるというような、行政主導から始まり、色々なものが重なるリングの

ような EBPM サイクルがあると思う” 
 
3. エビデンスの定義（表 5） 

エビデンスの定義は各ステークホルダーで明確な違いがみられた。行政官は「各ステー

クホルダーに対する説明責任や、説明のためのデータ」をエビデンスと認識しており、

研究者では、「メタアナライシスを頂点とする科学的な客観的根拠のこと」を指してい

た。中間人材は両者の間で、「政策に活用しうる研究データや好事例などの幅広い情報

のこと」と認識していた。 
行政官：“何か最後の判断を下すとか、あるいは合意形成の方向性に持っていくための

いわゆるデータエビデンスのようなものが用いられることが多い” 
研究者：“学術的な観点で言うと、査読論文としてきちんと形になっているもの”、“P
値で有意差があるかどうか” 
中間人材：“査読論文の形で世に出ていることがエビデンスだとしても、全ての政策に

そこまでのエビデンスを求めるのは難しい”、“ポリシーメイキングの際には、RCT で

きないとかがある中で、実際はケースレポートやケースシリーズを引き合いに出して意

思決定している。意思決定する際にエビデンスが十分整うまで待てないので、best 
available evidence に基づいてポリシーメイキングするっていうのはせいぜいな姿勢” 

 
4. 各ステップの阻害因子・促進因子及び、阻害因子がある場合、解決策は何か 

解析の結果、5 つの大カテゴリ（行政内の環境・体制、アカデミアの環境、政策手法・

仕組み、人事交流者、組織間連携）と 25 の小カテゴリが抽出された（表 6）。 
 
カテゴリ毎のステークホルダーごとの発言者数 
【政策現場と外部組織の連携】 
政策ニーズを満たした研究者からのエビデンス創出とそれを利活用する仕組みや、組織の

垣根を越えた活発な意見交換や関係構築の場の創出について、全てのステークホルダーで 4
人以上が発言していた（前者：行政官 4、研究者 5、中間人材 5、後者：行政官 5、研究者

4、中間人材 5）。科学的により確かな情報を機動的に提供する Think タンクの設置と活用に

関する小カテゴリは行政官と中間人材が主にその必要性について発言していた（行政官 2、
研究者 0、中間人材 2）。 
 
【政策手法・仕組み】 

小カテゴリの１つである、大局的な視座からの優先度を鑑みた課題設定では、全てのステ

ークホルダーにおいて 4 人以上が発言していた（行政官 4、研究者 5、中間人材 4）。多くの

行政官（5 人）や中間人材（4 人）が政策受益者を見据えた政策設計が EBPM の推進に必要

であると考えていた一方で、この重要性について発言した研究者は 1 人であった。 
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【行政内の環境・体制】 
行政内における政策評価の体制、自治体における実装機能強化や、行政内の人的、時間的

資源の確保については中間人材の 5 名全員が発言していた。一方で、研究者からの行政に関

する発言は他のステークホルダーと比べ少なかったが、外部組織の意見を反映した政策評価

とその結果を有効活用する行政の仕組みに関するカテゴリは研究者からの発言が最も多かっ

た（行政官 1、研究者 4、中間人材 3）。発言者数が最も多かった小カテゴリは、行政内にお

ける政策を評価する意識・仕組みづくりであった（行政官、研究者、中間人材の合計の発言

者数 12）。 
 
【アカデミアの環境】。 

政策へのインパクトを考慮した人事評価制度の構築については研究者からの発言数が最も

多かった（行政官 2、研究者 3、中間人材 1）。政策に資する研究を活発化するアカデミアの

研究環境の整備に関して、行政官と研究者は発言者数が 1 人だったのに対し、中間人材から

は 3 人であった。 
 
【中間人材の育成制度】 
人事交流者の交流後のキャリアパスの提示と人事交流者への技術的・心理的サポート体制

の構築について、２つのステークホルダーと比べてより多くの行政官がその重要性について

発言していた（前者：行政官 3、研究者 1、中間人材 0、後者：行政官 2、研究者 0、中間人

材 1）。座学と実践を通した人事交流者の創出と育成制度構築に関する発言者数は全てのス

テークホルダーで一定であった（行政官 3、研究者 4、中間人材 3）。 
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表６：インタビュー調査から抽出された EBPM 推進に必要な因子と各ステークホルダーの発言者数と引用 

大 カ テ

ゴリ 小カテゴリ 引用 

発言者数 

行

政

官 

研

究

者 

中

間

人

材 
政策現

場と外

部組織

の連携 

政策ニーズを満

たした研究者側

による柔軟なエ

ビデンスの創出

とそれを利活用

する行政の仕組

み 

【行政官】 “行政ニーズをしっかり汲み取った上でエビデンス構築をする研究者が少ない” 
【研究者】 "政策側とアカデミアとがちゃんとコミュニケーションがきちんと取れて、こういう課

題について明らかにして欲しいっていうようなリサーチクエスチョンを（行政官が研究者に対し

て）明確に出せているのか（不明） 
【中間人材】"ポリシーメイキングの際には、もちろん（エビデンスレベルの高い）RCT が実施で

きないとか、比較ができないとかある中で、実際はケースレポートやケースシリーズを引き合いに

出して意思決定してる 

4 5 5 

組織の垣根を越

えた活発な意見

交換や関係構築

の場の創出 

【行政官】“（行政官と研究者が）本音ベースで物が喋れるといいますか、聞けるっていう仲がす

ごく大事なんだろうなと” 
【研究者】 “（立案の段階で行政官と研究者がコミュニケーションが取れる）クローズドな議事録

非公開の場があってもいい”  
【中間人材】政策立案側と現場サイドの信頼関係がないとダメなんですよね。そこの関係がないと

攻撃の試合になったり、なんか防御一方になったりするので、全然前に進まなくなるんですよね。 

5 4 5 

EBPM の過程全

体と各過程に対

する組織間の認

識共有の促進 

【行政官】“（ステークホルダー間で EBPM の認識をそろえられるような）行政官とかアカデミ

アを含めて参照できるガイダンスがあるといいですよね。” 
【研究者】 “（ステークホルダー間で）コミュニケーションがうまくいってないとするならば、（ア

カデミアと行政側での）言葉が違ったり、エビデンスっていう言葉一つ取っても、政策側が思って

いるエビデンスと、アカデミアで言っているエビデンスって違っていて、すり合わせができづらい

ところがある” 
【中間人材】“行政官がエビデンスっていうと、理由ぐらいのイメージですから。理由とか、それ

だけですよね。行政官が言うエビデンスというのは、科学的根拠という観点ではないですね。” 

3 3 3 
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専門知や現場知

を踏まえた外部

からの継続的な

政策関与 

【行政官】“課題の発見、エビデンスの構築を担う研究者サイドが研究者の状況にかかわらず、継

続的に政策に関与を続けることが望ましい。” 
【研究者】“第 3 者だけど政策に寄っている中立的な人が、長期に渡ってアドバイスとしているっ

ていうのは有効だとは思う” 
【中間人材】“（現状と課題の把握のために）行政内に研究者をおいて、外部に公開できないデー

タに関する研究を行うというのが一つの道だと思う。” 

2 3 2 

科学的により確

かな情報を機動

的に提供する

Think タンクの

設置と活用 

【行政官】“（シンクタンクが）データを持って必要な時に情報提供できるようにしておく（こと

が必要）” 
【中間人材】“日本には（行政と研究者の）両者の橋渡し的な組織がないのもしんどいところだな

と思っていて。正直シンクタンクだってそんなにない” 

2 0 2 

政 策 手

法・仕組

み 

大局的な視座か

らの優先度を鑑

みた課題設定 

【行政官】 “当然ながら（課題設定を）要望してくる人の中では優先度が高いんですけれども、社

会全体としてのリソースの分配という観点から考えると、どこまで優先度が高いかっていうところ

はあまり体系的には考えられてない” 
【研究者】“入口のところ（課題把握）が割と世の中の雰囲気とか、声の大きな人の意見で発端な

ることが多い” 
【中間人材】“政策決定の方式自体がコンセンサス重視なので、問題が問題としてあまり認識され

てないというところが大きい。本当は大事だし、すぐ早くやるべきなのに、被害規模そのものが小

さいからこそ過小評価されちゃうものもある” 

4 5 4 

利活用しやすい

エビデンスやデ

ータの整備・公

開 

【行政官】“（省庁が公開しているデータが）使いやすくなってないっていうのは確かにあります

ね。各省庁の統計のホームページもあまり見やすくない” 
【研究者】“（実装後のデータは行政しか持っておらず、外部に公開されていないため）行政内で

しか政策評価を行えないシステムになってしまっている” 
【中間人材】“（国や自治体はデータを大量に持っているが）評価することを前提に指標を取って

ないので、取ったところですごい評価や研究に使いづらい。” 

2 5 5 
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正確なデータと

質的に収集され

た現場の実情を

踏まえた現状把

握 

【行政官】“改革をする時に純粋的に理論的な考察をすることは、あまり意味がない。それぞれの

自治体によって事情が違うから。その現場にあったあの状況に合わせてきちんと考えた方が良い。” 
【研究者】“（現状と課題を把握するための）国の調査って尺度を使った調査ってほとんどないの

で、調査のクオリティを上げたほうがいい。” 
【中間人材】“現状と課題の把握は、もう陳情か政治家からの圧力か、世論でしかない。逆に言う

と、本当に世論とかが大きくならない限り動かない案件とかもある” 

5 3 3 

行政官や研究者

の政策過程や

EBPM、研究に

関する知識やス

キル向上 

【行政官】“研究者側が現状の制度の把握について不十分な理解のまま理想像の設定がなされがち

で、行政側に机上の空論と映ることも多い” 
【研究者】“（行政官がサイエンティフィックなエビデンスの確からしさの価値がわからない理由

は）担当官たちのリテラシーの低さは大きいと思う。” 
【中間人材】“EBPM といっても、基本的なことですら理解してない行政官が多いというのは、ボ

トルネックとして大きいと思っています。” 

3 2 5 

政策受益者を見

据えた政策設計 
【行政官】 “当事者等の声が届きにくいため、課題認識が遅く不十分。“ 
【研究者】”（エビデンスが出たとしてもそれを政策に反映しないのは）何かを規制すると企業に

怒られるから嫌われるから、それが怖くてやってないのかもしれないんですけどね。“ 
【中間人材】”課題として挙げられた政策がその政策の対象者にとって変わっていってるとか、良

くなったとか、あるいは悪くなったということを確認をする必要がある。“ 

5 1 4 

自治体や政策受

益者への適切な

政策周知、情報

発信の徹底 

【行政官】“広告を配ってポスターを作って終わりますみたいな形が圧倒的に多くて、（政策の）

当該患者さんや住民にちゃんと行き届くというところの確認がとれていない” 
【研究者】“（省庁から自治体への）事務連絡は紙一枚で、（政策を実施するのは自治体の）現場

なので、私たち（省庁は）知りませんみたいなのではだめ” 
【中間人材】“誰に対する政策なのか（集団を把握し）ということをちゃんと考えて、その個々の

政策に合った対象者への周知の仕方ということを考える（必要がある）” 

3 1 1 

行 政 内

の環境・

体制 

行政内における

政策を評価する

意識・仕組みづ

くり 

【行政官】“評価指標とかもありますけれど、この指標だったらこういうアクションを取りましょ

うというところまで落とし込めてない。例えば数値が横ばいだったらどういうアクションになるか

（まで落とし込めていない）。アクションも決まってないのに評価ばっかりしている感じ” 
【研究者】“ちゃんと（政策の効果）検証してるかっていうのが最大の問題だと思っている。つま

り、やりましたじゃあそれ本当に大丈夫だったんですか？という検証するというサイクルが回って

ないんじゃないか。（効果検証を）回さずに次の政策に行っている。” 

5 2 5 
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【中間人材】“評価はやっていないですね。やってない理由としては、次に出てくる課題のほうが

優先されるから” 
自治体レベルで

の実装機能強化

のための仕組

み・工夫 

【行政官】“自治体の人のエビデンスの認識は「（他の自治体における）好事例（のこと）」なの

で、うまくいっている事例がもっと欲しいと思う” 
【研究者】“好事例を市区町村レベルで作ってそれをどんどん広げていくのが良いと思う” 
【中間人材】“government が自治体に指針等を投げる際にもっと準備（指針等をもっと細かく作

りこむ）してからの方がいいですね。 
（EBPM を）理解していない職員が実装してもきちんとできるような仕組み作りが大事。” 

4 3 5 

行政内の適切な

予算、人的、時

間的資源の確保 

【行政官】“行政官は（日々の業務で）当然時間もなかなか限られている中でいいアウトプットを

することが少し弱い” 
【研究者】“限られた時間と情報の中で、喫緊の課題について政策を打っていかなければいけない

ので、（不十分なエビデンスに基づいて政策立案すること）基本的には仕方のないことだと思う。” 
【中間人材】“技官や事務官は検討会（の準備）、資料作成や各種周知、政策立案（国会対応）とい

う全体の業務をやりながら、手作業でデータチェックを同時並行でやっているみたいな感じだった

ので、そういうところにエフォートが分散している部分は確かに感じましたね” 

3 2 5 

エビデンスや専

門家の意見を公

正に参照できる

体制 

【行政官】“（研究方法に関する知見や研究者ネットワークに関する）情報が気軽にアクセスでき

る相談窓口にプールをされているということは結構重要。” 
【研究者】“各分野において、中立的な立場できちんとした見解を出せる人のリストを作ることが

大事” 
【中間人材】 "（行政官が専門家に意見を参照する際）かなり限定的になっていて、システマティ

ックレビューになってないよね。きちんとした見解を出せる人のリストを作る必要がある" 

2 3 4 

国だけでなく外

部組織の意見を

反映した政策評

価とその結果を

有効活用する行

政の仕組み 

【行政官】“政策と実施側と政策と評価する側がほぼ一体化しているのが事実。” 
【研究者】“研究者が政策評価をすることはあるが、行政がそれに基づいて何か行政が行うことは

なかったと思う。” 
【中間人材】“（行政以外の第三者が独自に評価したとしても）行政では実際はあまり使われない

気がします。” 

1 4 3 
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長期的な視座で

継続的に政策に

関与できる行政

の人事制度 

【行政官】“3 年毎で回っていく行政の人事制度上、先々のことまであんまり見据えきれない。自分

たちもその時にはいないだろうしというところで、うまく回りにくい” 
【研究者】“（人事異動で）調査をやろうとか作った人たちが該当部署にもういないんですよね、

パッションを持っている人がもういないから、研究者が調査を行ってもその結果が政策に活かされ

ない。” 
【中間人材】“政策を実現するために１年、３年後、５年後の計画を部署ごとにきちんと立てない

と思う。” 

2 2 3 

政策の軌道修正

が可能な体制構

築 

【行政官】“（実装した後に明らかになる）実装上の問題があったとしても、根本から見直すとい

う仕組みになかなかならない。行政の「無謬性」は大きい（そもそも間違えてはいけないため、「間

違った」といって修正することはできない。）” 
【中間人材】“全体的に（行政の）無謬性みたいなものは根本的にあるんだと思います。” 

2 0 1 

行政官の政策実

行実績と政策評

価を考慮した人

事評価制度構築 

【行政官】“効果検証をしても、官僚たちは自分たちの評価にならないからやらない。” 
【研究者】“行政官の人事評価に関わってくる話だが、予算を取った方がどちらかと言えば評価さ

れやすい。” 
1 1 0 

ア カ デ

ミ ア の

環境 

アカデミアにお

ける政策へのイ

ンパクトを考慮

した人事評価制

度構築 

【行政官】“アカデミアのポジションに論文になりにくい政策を研究する人を評価する軸が入ると

すごく良いんじゃないかなと思います。” 
【研究者】“（政策まで届かせることが研究者として）生き残り戦略にならないというか、（研究者

としての）人事評価にもならない” 
【中間人材】“（行政側からから依頼される）短期な評価や記述統計の実施やガイドラインを作成

することが学術的にあまり評価されない。” 

2 3 1 

政策に資する研

究を活発化する

アカデミアの研

究環境の整備 

【行政官】“研究を行うことによって課題を把握して、次の政策にあげるものができると良いと思

う。いわゆる、「政策のエコシステム」みたいなものを作ってみたら良いと思うんですよね。” 
【研究者】“（厚労科研等の）研究では知り得たデータは個人の研究に使えない（そのため、研究

業績にもならず研究者としてのモチベーションが難しい）。” 
【中間人材】“（医療政策はビッグデータや経済学等の知識が必要で、研究者も一人で研究するこ

とには限界があるが）行政側は研究者のサポートができてないんじゃないかということもありま

す。” 

1 1 3 
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中間人

材育成

体制  

座学と実践を通

した人事交流者

の創出と育成体

制構築 

【行政官】”行政としては、（現場の人が人事交流で来てくれる）実際の実務上のことを把握でき

るためメリットは大きい。” 
【研究者】”6 年の医学教育のうち、1 年か 2 年くらいは公衆衛生とか疫学とか、医療政策、医療倫

理とかやってもいいんじゃないか。医療者自身のパブリックヘルスも考えながら現場に立てるって

いう人を養成するのに使ってもいいんじゃないですか。” 
【中間人材】“人事交流は、任期終了のギリギリで後任が決まるとか、任期になっても後任が決ま

らないこともあり、（人事体制が）いかに準備されていないかということの一つの表れではないか

なと思います。” 

3 4 3 

人事交流者の交

流後のキャリア

パスの提示 

【行政官】 “公衆衛生とか政策みたいなところと、自分のいる世界（研究や臨床の現場）とのつな

がりがあまり見えていなかったりすると、役所の経験がキャリアにプラスになるという捉え方も多

分あまりない。” 
【研究者】“人事交流を含めたキャリアパスを考えていかないといけないし、（アカデミア側の）

人事評価システムを考えていかないといけない。” 

3 1 0 

人事交流者への

技術的・心理的

サポート体制の

構築 

【行政官】“人事交流の最中には必ずしも希望の案件だけに従事できるわけではなく、また行政現

場になれるだけで一苦労なため、サポートが必要。” 
【中間人材】“人事交流者をマネジメントする側の職員の人たちが上手に指導や、軌道修正をでき

るような体制を構築する必要がある。” 

2 0 1 

人事交流者の経

験活用のための

組織的支援 

【行政官】“臨床現場や、課題となっている分野の中でも（行政での人事交流の経験）共有がうま

くされていかないと、まさに橋渡し的なところが足りないまま、結局そういう（人事交流の）経験

のない先生方は本当の保健、医療の現場しか知らずに、なかなか政策立案というところのノウハウ

が伝わらない” 
【中間人材】“親元組織内での課題を収集するときに（行政経験がある）中間人材がおそらく容量

よくまとめられる立場になると思う。” 

1 0 2 
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【考察】 
調査項目 1,2,3 についての考察 

先行研究では EBPM 推進において「行政官」と「研究者」の認識のギャップが課題と多

く指摘されてきたが、ギャップはどこからくるのか、どの程度なのか、という検討は乏しか

った。本研究では、すれ違いの源泉は何なのかを検討した。 
まず、「エビデンス」の定義・認識に関しては、先行研究７）同様に、行政官は「説明責任

（アカウンタビリティ）」「各ステークホルダーに公正さを説明するための背景データ（ポリ

シリーズン）」と語ったことに対して、研究者は「メタアナライシスを頂点とした科学的根

拠（サイエンティフィックエビデンス）」と語り、質的に大きな相違があった（表２）。 
本研究ではさらに、「EBPM が実施されているか」の認識および「EBPM サイクルの認識」

について聞いたところ、行政官は「おおむね実施されている」研究者は「全く実施されてい

ない」と語り温度差があった。EBPM サイクルの認識に関しては、それぞれの所掌するス

テップに関してコメントが集中し、全体像を俯瞰的には把握していない傾向があり、行政官

は細かい「政策立案」の過程に集中、研究者は「課題把握」や「評価」のステップに一部コ

メントがあるも「全体像は不透明でほぼ不明」と、認識差があることがわかった。 
本研究の新しい視点として行政官、研究者だけでなく、中間人材にも同じ質問を行ったと

ころ、行政官と研究者の認識の違いや全体像を理解した上で、両者の間となるようなよりバ

ランスが取れた見解が抽出された。例えば、エビデンスに関しては、「政策に活用しうるデ

ータや好事例などの幅広い情報のこと」と現実に即した形での見解を述べ、EBPM サイク

ルに関しては一部のステップではなくサイクル全体を俯瞰し、それぞれのステップに万遍な

くコメントをする傾向があった。このため、両者の認識のギャップを埋める橋渡しとして機

能できる可能性が示唆されたように考える（表 2）。 
このように、「エビデンス」や「EBPM」、「EBPM サイクル全体像」など言葉の定義から

認識の違いがステークホルダー間で生じていることが明らかとなった。今後は、より実践的

な形での「再定義」や「見える化（形式知化）」を行い、ステークホルダー間で認識をすり

合わせ、議論のスタートに立つことが大切なフェーズであると考える。 
 
調査項目 4,5 についての考察 

インタビュー調査により、文献調査だけでは明らかにならなかった EBPM 推進に必要な

具体的な因子を抽出することができた。例えば、過去の文献 8), 9), 10)では、行政官と研究者間

の促進因子として、「連携」や「関係性構築」といった抽象度の高い要素しか明らかになら

なかったが、本研究では行政官と研究者が協働するための因子として、「組織の垣根を越え

た活発な意見交換や関係構築の場の創出」や「専門知や現場知を踏まえた外部からの継続的

な政策関与」など、EBPM の推進に繋がりうるより解像度の高い因子が抽出された。この

ような EBPM 推進に資する、具体的で粒度の細かい因子の抽出は、実際の介入策実装に役

立つと推測している。 
過去の文献で抽出された大カテゴリと本研究の大カテゴリ分類が類似していた。例えば、

145 の文献を対象に行ったシステマティックレビュー8)では、「行政体制」、「行政官の性

質」、「アカデミア、研究者の性質」、「組織環境・体制」、「連携」の 5 つが大カテゴリとして

抽出されており、本研究で抽出された 5 つの大カテゴリのうち「行政内の環境・体制」、「ア

カデミアの環境」、「政策手法・仕組み」、「組織間連携」４つは類似した結果であった。先の

研究でカテゴリとして抽出されていないが、近年 Knowledge Broker の研究が増えており、

研究と政策の橋渡し（Knowledge Translation）を担う仲介者の重要性が示唆されている 11), 

12)。欧米諸国では Knowledge Broker が専門職として機能しているが 13), 14)、本研究の日本

の人事制度の文脈から抽出されたカテゴリ「人事交流者」も同様の役割が期待されている。
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本結果は欧米の先行研究の知見を支持するものであり、本研究の 5 つのカテゴリの信用可能

性が担保されたと考える。 
 

全体考察及び本調査の限界 
 本調査では、国内の文脈に即した因子が抽出された。先行研究と類似した大カテゴリー

「行政内の環境・体制」、「アカデミアの環境」、「政策手法・仕組み」、「組織間連携」は、政

策の仕組みやプロセスが各国で異なる中でも共通していることから、EBPM 促進には欠か

すことができない要素であることが強く示唆された。「人事交流者」が大カテゴリーの一つ

として抽出されたことは、研究と政策の橋渡しを行う人材が国内政策においても EBPM 促

進を加速する一助となることが示唆された。 
 本研究は医療・保健領域に焦点を当て、政策に実質的に携わったことがある者を対象者と

して選定した。さらにスノーボーリング法によるリクルートを行ったことで、対象者の意見

や価値観が類似し、偏りが生じていた可能性もある。そのため、国内の医療・保健領域の政

策に携わる関係者を代表する内容とは言い難く一般化には限界がある。しかし、政策に携わ

った経験のある異なるステークホルダーからデータ収集を多角的に行ったことで、質的研究

における転用可能性は一定の担保がされたと考える。 
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3-2-1．EBPM 推進因子に対する介入策の開発 
【結果】 
  25 の各小カテゴリに対し、合計 75 の介入策案を作成した。（図 6） 

  
図 6.小カテゴリと介入策 

 
3-2-2．こども政策における EBPM サイクルに係る因子の優先度把握 

【結果】 
 政策立案者 78 名、研究者 49 名、中間人材 27 名の計 154 名に調査協力を依頼し、55 名

が回答した（回答率：政策立案者 19.2％、研究者 51.0％、中間人材 55.6％）。平均経験年数

は、政策立案者 9.1 年（2–19 年）、研究者 23.5 年（5–41 年）、中間人材の人事交流期間は

平均 3.2 年（0.5–7 年）であった（表 7）。 
 本調査において、各ステークホルダーで回答率や対象人数に相違があることから、ステー

クホルダー間の差異を統計的に検定することは行なわず、優先度の決定に重きを置いた。 
 
表 7：回答者属性 

 行政官 研究者 中間人材 
 人数, 平均 (%, 範囲) 人数, 平均 (%, 範囲) 人数, 平均 (%, 範囲) 
回答者数/対象者数 15/78 (19.2) 25/49 (51.0) 15/27 (55.6) 
平均勤務年数* 9.1 (2-19) 23.6 (5-41) 3.2 (0.5-7) 

*中間人材の平均勤務年数は、中央省庁での勤務年数を示している。 
 

質的調査（Arimura 2025）で特定された 25 の小カテゴリの平均有用性は 3.91〜4.53 の

範囲で、全体平均は 4.22 であった（表 8）。表 9 には、小カテゴリの有用性が平均値以上で

あったものとそれらに付随する介入策を示している。 
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表 8：全小カテゴリの平均値 

順位 小カテゴリ 
平均値 
（全

体） 
1 利活用しやすいエビデンスやデータの整備・公開  4.53  
2 行政官や研究者の政策過程や EBPM、研究に関する知識やスキル向上  4.37  
3 省庁内の予算、人材、時間のゆとりの確保  4.36  
4 量的と質的データを組み合わせた現場の実情把握  4.35  
4 政策の見直しが可能な体制  4.35  
6 専門的知識や現場の実情を踏まえた省庁外からの継続的な政策関与  4.29  
7 人事交流者への技術的・心理的サポート体制  4.28  
8 エビデンスや専門家の意見を参照できる体制  4.27  
9 政策に資する研究を活発化する研究環境の整備  4.26  
10 座学と実践を通した人事交流者の育成体制  4.23  
11 自治体における政策の実装を促進するための仕組み  4.22  
11 人事交流経験を活用するための組織的支援  4.22  
11 EBPM の過程全体と各過程に対する各ステークホルダー間の認識共有の促進  4.22  
14 様々な立場を考慮した政策課題の設定  4.21  

15 
省庁だけでなく自治体や外部組織の意見を反映した政策評価とその結果を有効

活用する仕組み  
4.20  

15 人事交流後のキャリアパスの提示  4.20  
15 自治体や政策受益者への適切な政策周知、情報発信の徹底  4.20  
18 科学的根拠に基づいた情報を提供するシンクタンクの設置と活用  4.19  
19 組織の垣根を越えた意見交換や関係構築の場の創出  4.18  

19 
政策ニーズを満たした研究者からのエビデンス創出とそれを利活用する省庁の

仕組み  
4.18  

21 政策受益者を見据えた政策立案  4.15  
21 省庁内における政策を評価する意識・仕組みづくり  4.15  
23 政策へのインパクトを考慮した研究者の人事評価制度  4.00  
24 継続的に同じ政策に関わることのできる省庁の人事制度  3.98  
25 行政官の政策実行過程とその政策への評価を考慮した人事評価制度  3.91  

 



 
 

30 
 

表 9：平均値以上の小カテゴリとそれに付随する介入策 

順

位 
小カテゴリ 平均

値 

順位 

介入策 

選択

率 
（％

） 

行政官 研究者 中間人材 

1 
利活用しやすいエビデン

スやデータの整備・公開 
  
  
  

4.53 1 1 5 研究者が利活用しやすい個人情報に配慮したデータ基

盤の整備  79.6 

  
    

研究者による政策ニーズを考慮したデータの創出およ

び発信  68.5 

  
    

自治体間で共通した政策評価を可能とする指標の設

定、およびデータ収集体制 61.1 

  
    

外部組織が政策効果評価を可能とする省庁のデータ収

集や公開体制の整備 51.9 

2 行政官や研究者の政策過

程や EBPM、研究に関する

知識やスキル向上 
  
  

4.37 2 11 5 専門組織（例：学会等）や行政官に対する EBPM 関連

の教育コンテンツの開発及び提供  75.5 

  
    

行政官が配属先に左右されず、一定のスキルを習得で

きる省庁内の人材育成体制の整備 75.5 

  
    

省庁の各委員会の新人委員に対する、行政制度や政策

過程の基礎の理解を促進する研修資材の提供 56.6 

3 省庁内の予算、人材、時間

のゆとりの確保 
  
  

4.36 4 19 1  IT ツールを使用した業務効率化の実施（例：Teams
や Slack 等を活用した業務オンライン化  75.5 

  
    

国会の質問通告の遅延議員の公表  58.5 
  

    
中途採用人材増員のための人事採用基準の緩和  43.4 

4 量的と質的データを組み

合わせた現場の実情把握 
  
  

4.35 5 3 15 政策研究の専門家と行政官が国内外の動向や現場の実

情を定期的に把握するための場の設置 77.8 

  
    

省庁による、質の高い調査を実施可能な体制の整備  68.5 

  
    

こどもや当事者、現場の声をタイムリーに集められる

外部組織の設置  51.9 
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4 
政策の見直しが可能な体

制 
4.35 8 2 15 行政官と自治体担当者が各政策について議論できる場

の設置 88.7 

6 専門的知識や現場の実情

を踏まえた省庁外からの

継続的な政策関与 
  
  

4.29 10 5 11 人事交流者が交流期間中に関わっていた政策に、交流

期間後も継続して関与できる体制の構築 63.6 

  
    

研究者が省庁に所属し、行政内の非公開データに関す

る研究の実施 50.9 

  

    
外部組織（例：シンクタンク）による、省庁から国民

へ直接訴求が難しいこと（例：行政の限界点など）に

関する情報発信 
40.0 

7 人事交流者への技術的・心

理的サポート体制 
4.28 11 16 2 人事交流予定者や受け入れ組織が開始前に必要な知識

を得るための手引きの作成 87.0 

8 エビデンスや専門家の意

見を参照できる体制 
  

4.27 2 21 8 行政官が現状把握や課題設定を行う際に科学的知見や

学術研究を参照できる体制の整備 83.3 

  
    

行政官が必要時に専門家の意見を参照できる体制構築  81.5 

9 政策に資する研究を活発

化する研究環境の整備 
  
  
  

4.26 6 8 18 アカデミアが利活用しやすいような公的統計の情報基

盤の整備 86.3 

  
    

研究資金の拡充  80.4 
  

    
研究者同士のネットワーク構築 62.7 

  
    

政策実装の効果評価に関する論文が評価される研究者

の人事評価制度の構築  41.2 

10 
座学と実践を通した人事

交流者の育成体制 
  
  

4.23 14 20 4 人事交流者が行政・アカデミア・臨床現場等と双方向

で交流し、それぞれの視点や役割を学べるような体制

の整備 
82.7 

  

    
公衆衛生大学院や医学部教育における医療政策や公衆

衛生学のカリキュラムの充実による、公衆衛生の人材

育成の強化 
73.1 

  
    

外部組織（例：コンサルティングファーム等の民間企

業）による人事交流者の実践的なサポート提供 42.3 
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11 自治体における政策の実

装を促進するための仕組

み 
  
  
  
  
  
  

4.22 6 12 21 自治体同士が取り組みや好事例を共有・参照できる体

制の強化  73.1 

  

    
外部組織による保健師や助産師等の専門職の EBPM 関

連のスキル向上のための資材開発 51.9 

  
    

外部組織による各自治体のニーズに沿った民間企業や

アカデミアの紹介 51.9 

  
    

モデル事業の設計及び実装  50.0 

  
    

外部組織による効率的・効果的に政策を実施するため

のサポート 46.2 

  
    

産官学民連携の支援プログラムの実施 36.5 

  

    
EBPM 推進室（自治体職員の EBPM に関する研修の

実施等）の設置を促すための省庁からの支援  34.6 

11 
人事交流経験を活用する

ための組織的支援 
  
  
  

4.22 15 23 2 人事交流後に行政経験を活かせる派遣元組織の人事体

制の整備 75.9 

  
    

人事交流経験者が、学会と政策の繋ぎ役として活躍で

きる場の整備 72.2 

  
    

人事交流者が経験を活かせるポストの提供 70.4 

  
    

研究者が研究課題を設定する際に人事交流者が知見を

提供できる体制の整備 55.6 

11 

EBPM の過程全体と各過

程に対する各ステークホ

ルダー間の認識共有の促

進 

4.22 11 9 18 
外部組織による、行政官と研究者が EBPM や政策過

程、研究の基礎を学べる研修資材を配布 71.7 
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【考察】 
小カテゴリの順位に関する考察 

平均値の上位 5 つの小カテゴリに共通するものとして、EBPM サイクルの要である「現

状把握」や「政策評価」といった項目が含まれていた。これは、政策決定において正確な情

報に基づく現場理解と継続的な評価体制の確立が重要であることを示唆している。 
 先行研究 15)では、日本では科学的根拠よりも世論や陳情を通じて課題が認識される傾向が

指摘されており、質的や量的データを組み合わせた現場の実情把握をすることが重要なので

はないかと考える。また、政策評価の欠如は日本に限らず多くの国に共通する課題であり、

EBPM 先進国とされる英国でも「Magenta Book」16)などの評価ガイドが整備されているも

のの、実際の実施は限定的とされている。さらに、「人的・時間的・財政的資源の確保」や

「行政内の EBPM 関連能力の向上」に関する要因も上位に挙がったことは、EBPM 推進に

適した中央省庁での体制構築や、それを担う人材育成の双方が不可欠であることを再確認さ

せるものである。 
 
介入策に関する考察 
 回答者の 70％以上が有用と評価した介入策の特徴として、以下の 4 つが挙げられる。①

エビデンス創出を支える環境整備、②ステークホルダー間連携の構築、③EBPM 関連スキ

ルの向上、④中間人材への体系的な支援である。EBPM を推進していくためには、これら

について優先的に取り組んでいくことが重要であると考えられる。  
① エビデンス創出を支える環境整備 

データ・統計システムの整備、IT ツールの活用、研究資金の拡充など、エビデンス生

成・利用を支援する制度的基盤の整備が求められた。政府内のデータアクセス制限や資

源不足は以前から課題とされており、公共データのアクセス性向上や行政 DX 推進が重

要であると指摘されており、本結果はこのような現状を反映するものであった。 
 

② ステークホルダー間連携の構築 
政策担当者、自治体、研究者などが継続的に協働できる仕組みの構築が重要とされた。

具体的には、政策対話の場の設置、専門知の活用体制強化、自治体間での好事例の共有

などが挙げられた。日本では特に母子保健分野で自治体の役割が大きいが、中央省庁と

の情報共有が十分でないため、双方向の対話プラットフォームの整備が重要であると考

える。 
 

③ EBPM 関連スキルの向上 
政策過程や科学的根拠に関する理解を高める教育資源の開発・普及が重要である。外部

機関による教材配布、省内研修制度の整備、公衆衛生・医療系大学における EBPM 教育

の強化などが挙げられた。研究者や政策担当者自身も知識不足を認識しており、知識取

得の体系化は EBPM 推進の基盤となると考えられる。 
 

④ 中間人材への体系的な支援 
エビデンスと政策をつなぐ中間人材を支援する制度・資源の整備が必要である。分野横

断的な人事交流の制度化、出向経験を評価・活用する仕組み、受入・派遣機関双方への

準備マニュアルの作成を進めていくことが重要だと考えられる。こうした実務的ガイド

ラインは低コストで汎用性が高く、効果的に普及が可能と考える。また、短期的な人事

交流でも相互理解を深める効果があるとされ、米国の Intergovernmental Personnel 
Act 17) のような制度の参考になる可能性がある。 
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アンケート回答率に関する考察 
 本調査の調査の回答率が 36%と低く、十分なサンプル数の確保には困難が生じた。ステー

クホルダー別では、研究者は 50.1%, 中間人材は 55.6%と半数以上の回答が得られ、政策に

関わる研究者を対象とした先行研究では 28~35%18), 19)であり、先行研究よりも高い回答率で

あった。対象とした研究者や中間人材は政策に携わった経験を有していることからも、

EBPM への関心や課題意識が高かったことが予測された。一方で、行政官の回答率は 19%
と低く、行政官を対象とした海外の先行研究の 28~46%19), 20)よりも回答率が低い結果となっ

た。国内の科学技術員を対象とした先行研究では回答率 11%21)と本研究より低い結果もあっ

た。この背景には、質的調査でも明らかになった時間や人材不足による多忙、EBPM に関

する学習機会の少なさ、それらによる関心度の低さなど、国内の行政内の構造的課題が背景

にあったと考える。これらが、サンプル数を十分に確保することの困難となった要因の可能

性がある。行政官を対象とした国内研究は限られており、今後の調査において研究対象とす

る場合には、回答率に留意したサンプルサイズの設定が必要となることが明らかになった。 
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16) Uchiyama Toru, Kobayashi Yohei , Taguchi Sosuke, Koike Takahide. EBPM 
(Evidence-Based Policy Making) in the UK and Its Implications for Japan: An 
Analysis Focusing on the "Demand" and "Supply" of Evidence. Research Institute of 
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17) Kobayashi Y. The practice of evidence-based policymaking in the US federal 
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12(67), doi: 10.1186/1478-4505-12-67; 2014 
19) Ellen M, Lavis J, Horowits E, Berglas R. How is the use of research evidence in 
health policy perceived? A comparison between the reporting of researchers and 
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究センター; 2004 
 
 

3-2-3．中間人材（医系技官人事交流者）の実態・ニーズ把握・支援パッケージの開発 

＜アクションリサーチ的な視点＞ 

本プロジェクトにおける支援策の検討および資材作成の過程は、単なる成果物の開発にと

どまらず、関係ステークホルダーとの協働的対話を通じて内容を修正・改善していく循環的
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プロセスであった。具体的には、インタビューやアンケート調査で抽出された因子をもとに

介入策案を設計し、その案を省庁の行政官、派遣元組織、人事交流経験者と共有しながら、

実装可能性や現実的制約、実行性の観点から意見交換を行い、得られた気づきを反映して内

容を改訂するという往還を重ねた。例えば、中間人材当事者へのヒアリングを通じて、課題

は個人の能力やモチベーションに帰属するものではなく、制度的・組織的支援の不足に起因

する側面が大きいことが示唆され、とりわけ派遣元組織による支援の重要性が新たに抽出さ

れたことから、追加的に派遣元・受け入れ側へのヒアリングを設計し支援策検討を深化させ

た。このように、計画・実行・観察・省察・改善を反復するアクションリサーチ的枠組みを

通じて、支援策の実装可能性と妥当性を高めるとともに、現場に根差した実践知の生成を試

みた点が、本研究の実践的特徴である。 

以下に各ニーズ調査及び調査から明らかになった支援パッケージ及び資材内容について述

べていく。 

 

3-2-3-1 医系技官人事交流者のニーズ把握 

【結果】 
 対象者３名は、いずれも臨床診療及び研究の経験がある医師であり、厚生労働省に医系技

官として 1~4 年の人事交流を経験し、現在も医療政策に関与している者である。 
 中間人材に関する介入策 10 項目のヒアリング結果の概要を表 10 に示す。なお意見が聴取

されなかった項目については、表へ記載はしていない。 
 
表 10 中間人材への支援策に関する人事交流経験者へのヒアリング結果 
中間人材に関する介入策 ヒアリング結果 

人事交流予定者や受け入れ組織が開始

前に必要な知識を得るための手引きの

作成  

・国会・予算・研究班等の流れ、行政用語の解説

等の業務上必要な知識を事前に知りたい 

・住宅手当や給与等生活に関わる情報が必要 

人事交流経験者が、学会と政策の繋ぎ

役として活躍できる場の整備（例：政策

委員会の設置など）  

・人事交流者が学会内の政策に関わる委員会で活

躍し、政策提言につなげている学会もあり、学会

側の理解も必要である。 

研究者が研究課題を設定する際に人事

交流者が知見を提供できる体制の整

備  

・研究者は研究班の公募に繋がるなど意義がなけ

れば人事交流者に意見を聞かないだろう。 

・政策側が研究者に直接聞くことは癒着の問題が

生じる可能性がある。 

人事交流者が行政・アカデミア・臨床現

場等と双方向で交流し、それぞれの視

点や役割を学べるような体制の整備  

・行政とアカデミアの相互理解の促進は重要であ

るが、多忙さから業務に組み込まれていないと難

しい 

・交流は、双方の関心があり、話題性のあるトピ

ックスで議論することが必要であり、ただの交流

では集まりにくいと考える。 

公衆衛生大学院や医学部教育の医療政

策や公衆衛生学のカリキュラムの充実

による公衆衛生の人材育成の強化  

・公衆衛生や医療政策に関わる人材育成は重要だ

が、教えられる人が少なく難しいのではないか。 

外部組織（例：シンクタンク等）による

人事交流者の実践的なサポート提供  

・人事交流者は孤独で精神的に疲労する人多く、

同期や人事恋瓜生経験者との繋がりは心理的支え

になると思う。 
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外部組織による、人事交流経験者の体

験談やキャリアパスを参照できるオン

ラインプラットフォームの整備  

・人事交流者のキャリアパスは知る機会がないの

で病院内や学会で周知できると良い。 

・有意義な経験をしても、その経験を発信する場

が少ないため、機会の提供が必要である。 

 
【考察】 
 ヒアリングは３名と少なく、一般化には限界があるが、質的な情報をもとに実現可能な方

策を探ることが可能となった。 
 本結果をもとに、中間人材となることが期待される人事交流で医系技官への支援策とし

て、①人事交流者が公務の基礎知識を体系的に獲得できる支援、②中間人材のキャリアパス

の提示、③多様な人材と縦・横につながるネットワーク構築が挙げられた。 

①人事交流者が公務の基礎知識を体系的に獲得できる支援については、ヒアリングの結果

を踏まえ、特に人事交流者が公務を行う上で不足していたと考えられる具体的な項目を抽出

した。必要な知識を省庁内でのオリエンテーション内容と比較し、実践的な知識・技術を体

系的に習得する支援策の検討を行う。その知識や技術の習得支援を関係省庁、派遣元、シン

クタンクで協働して実装していく。また②中間人材のキャリアパスの提示については、人事

交流経験を経て政策と現場/研究をつなぐ人材として活躍している人々のキャリアパスを提

示していくことが、人事交流者の更なる活躍の一助になると考える。多様なキャリアパスが

提示されることで、人事交流制度を活用し行政経験をすることへの魅力を感じ、興味・関心

を持つ人が増えることで、省庁内外で政策過程と現場・研究を理解し、政策と現場・研究を

つなぐ人材の増加が期待される。③多様な人材と縦・横につながるネットワーク構築につい

ては、孤独を感じやすい人事交流者が人事交流経験者や人事交流中の人とつながることで心

理的なサポートとなり、個々が公務経験を豊かにすることができる。さらに、人事交流終了

後も続くネットワークが構築されることで、公務経験を活かしながら、政策に関与する活動

へとつながることも期待される。これらの①②③の支援策を通して、人事交流制度を活用し

た行政への関心を持つ人が増加する、人事交流者は行政で新たなスキルを身に着ける経験を

積むことができる、政策決定プロセスを理解し臨床診療や研究の現場に戻り、人事交流で培

われたネットワークを活用することで現場や研究と政策を橋渡しし続ける人材となるなど、

EBPM の推進につながると考える。 
 
3-2-3-2 人事交流の派遣元及び受け入れ側の支援の現状の把握 

【結果】 
 対象者は人事交流者を派遣している派遣元組織の大学の事務部や管理部の職員２名及び省

庁で新入職者や中途採用者への研修・教育支援を行っている行政官、人事関連部署の職員２

名である。 
 ヒアリングした支援内容を類似性でまとめ概念化した結果、[スキル・知識の習得支援][人
的ネットワーク構築の支援][帰属意識を高める][キャリア支援]の４つが抽出された。抽出さ

れた概念と具体的な支援内容を表 11 に示す。 
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 表 11 人事交流派遣元及び受け入れ側の支援の実態 
概念 人事交流者所属元の支援 行政側の支援 

スキル・知

識 の 習 得

の支援 

・出向前のオリエンテーション（組

織もしくは人事交流経験者が個人で

実施）：基本的な知識、医系技官の

キャリア、生活面に関する情報提供

など 

・公務に必要なオリエンテーションを

入省後に実施 

・省庁内で必要なベーシック知識（国

会答弁、閣議決定、予算編成、行政文

書など）を専門性がある職員が現場状

況を踏まえ研修 

・専門分野の具体的知識と関連する現

場や研究所などの実地見学の研修 

人 的 ネ ッ

ト ワ ー ク

の 

支援 

・出向予定者と経験者の交流機会の

提供 

・人事交流者予定者の交流機会の提

供 

・人事交流者（経験者・予定者）を

つなぐ機会の提供 

・研修を通して同期の横のつながりを

つくれるよう工夫している（グループ

ワークやアイスブレイク等） 

・人事交流者間での勉強会開催 

包摂/ 

帰属感 

・組織のミッションや役割期待を伝

える 

・出向中に、理事長による面談、所

属元の情報提供 

・人事交流経験者の継続的支援  

・オンボーディングを意識した体系的

な研修の実施 

キャリア 

支援 

・組織が人事交流者の省庁内での所

属部署を把握し、公務経験を活かし

た省庁からの依頼などをつなぐ 

・人事交流後にポストを病院で準備 

・行政官に研修で講師を担ってもらい

行政官の指導力向上を図る 

 
【考察】 
 ヒアリングでは、派遣元及び受け入れ側双方が人事交流者への支援の重要性を認識してい

た。派遣元はどのような支援が必要か具体策を模索しており、本プロジェクトの取り組みへ

関心が高かった。 
受け入れ先である省庁は、基礎的な知識は様々な形で提供をしていた。中間人材のヒアリ

ングで不足しているとニーズが高かった公務の体系的な知識は、省庁でオリエンテーション

などを通して提供されていることが明らかになった。臨床診療や研究とは異なる領域での実

務となることから、知識の種類も膨大である。そのため、オリエンテーションで得ている知

識を実務で活用していくには、困難さがあることも示唆され、事前準備や実務的な支援

（例；実際のレク資料の作り方をワークで実践してみるなど）が必要であると考える。 
 ネットワークの支援や帰属感を高める支援は、出向元や受け入れ先双方で取り組まれてい

た。人事交流前後は出向元の支援が有用な一方で、出向中は省庁内で人事交流者間が交流で

きる機会があることで、日常的な業務の困りごとの解決につながりやすい。また、人事交流

者は一定の分野に専門性はあるものの、省庁内で担当する分野に必ずしも長けているとは限

らない。そのため、省庁内で実地見学などの研修も一部取り組まれており、人事交流者間の

みならず、関連するステークホルダーとの関係構築の一助になると考える。 
 キャリア支援については、派遣元がそれぞれ取り組んでいたが、体系的な支援には至って

いなかった。人事交流後にポストを準備している病院もあったが、そのポストには任期があ
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るなど制限もあった。人事交流経験者が派遣元組織で活躍する姿は、次世代が行政へ関心を

持ち、人事交流制度の参加促進につながっていく。キャリアを派遣元組織とシンクタンク等

の外部組織が協働して支援していく体制を整えていくことが、中間人材の更なる活用に有用

であることが、本調査より検討された。 
 
3-2-3-3 医系技官人事交流者支援策の開発 

【結果】 

 本プロジェクトの最終目標は、中間人材の支援策の開発である。まず現段階で出てきたニ

ーズについて、行政官（人事関係者）と面談を行い、内容について議論を行った。人事関係

者からは、行政内の人事不足が喫緊の課題であり、中途採用者や人事交流者の更なる有効活

用による活性化を目指しており、オリエンテーションの充実やネットワークつくりの支援な

どに取り組んでおり、目指すことは一致していた。人事関係者との話し合いを通じて、ニー

ズに合わせた資材作成及びネットワーク支援を柱に支援策の開発に着手することとなった

（図 7）。資材には、ニーズから見出された①事前情報提供を含めた公務適応支援、②スキ

ルを活かすキャリアパスの提示などを資材に含めた。また、③縦・横との繋がりを作るネッ

トワーク支援も担当省庁と今後検討を進めていく予定である。 
 

図 7 医系技官人事交流者支援パッケージ構想イメージ図 
  

①公務への適応支援 
  公務への適応支援は、体系的な知識が提供されることに加え、臨床現場と行政での職務

のギャップへの順応が必要とされる。体系的な知識の提供については、人事交流を受け入

れる省庁がオリエンテーションを体系的に実施している。それらの体系的な知識の中で

も、特に人事交流者が実務に直結し、戸惑いやすいとヒアリングで抽出された内容につい

て、提示をした。それらの内容を省庁の人事担当者と共有を図り、事前学習しておくとよ

い内容や、実践的なオリエンテーションの必要性を提案していく予定である。臨床現場と

行政の職務のギャップへの順応については、人事交流経験者に公務経験を振り返ってもら

い、視点の変化や困りごとの対応方法、現場経験を持つ人事交流者に求められている役割



 
 

39 
 

などをまとめ、資材を作成している。これらの人事交流者の「声」が戸惑いを感じやすい

人事交流早期の支援につながるよう、資材の配布先やタイミングについて省庁の人事担当

者と検討している。 
 
 ②キャリア形成支援 
  人事交流経験を省庁内外からどのように活かしていくことができるか、様々な立場から

政策に関わり続け、行政経験を活かしている中間人材へキャリアインタビューを行い、そ

の多様なキャリアパスを提示していく。キャリアパスを提示することで次の３つが可視化

されると考える。(1)現場経験を活かした公務のロールモデル、(2)行政経験で培われるス

キル、(3)行政経験を活かした継続的な政策への関与の実例である。これらが可視化される

ことで、人事交流予定者や人事交流中の者が公務の中で求められる役割やこれまでの臨床

での診療や研究の経験の活かし方を知る機会となったり、公務で得られるスキル習得への

意欲向上につながることが期待できる。また人事交流経験後にも、公務を活かしていくた

めの策を知ることで、その後の活動の一助となったり、多様なキャリアを知ることでキャ

リア形成をしていく力を支えていくことが可能になると考える。 
 
 ③ネットワーク構築支援 
  人事交流経験者からは、人事交流者間での情報共有が人事交流中には有用であったこ

と、また自身の専門分野外の研究者や現場のステークホルダーとのネットワークつくりに

苦慮した経験が語られている。派遣元や受け入れ省庁も人事交流者間の縦・横のネットワ

ークの必要性を認知し、様々な取り組みが行われているが、体系的に協働はされていな

い。本プロジェクトでは、プロジェクトメンバーの専門分野である母子保健領域で人事交

流を経験した医系技官が交流するためのネットワークづくりを検討している。ネットワー

クの構築目的は、人事交流経験者間の情報交換、行政経験を活かした活動の機会の提供な

どであり、このネットワークが周囲へ波及し、人事交流者の更なる活用やその魅力を発信

していく一助となることが期待される。 
 
 これまでのヒアリング情報提供で支援が可能な内容について選定し、資材作成を行った。

資材は今後、担当省庁のオリエンテーションでの活用や人事交流経験者への周知、関連学

会での周知に活用する予定である。また、医療・保健領域以外での中間人材の支援者へも

周知し、広く活用を進めていきたい。 
 
 ＜資材構成＞ 
 第一部：EBPM を推進する上での課題と介入策 
 第二部：多様な経験を持つ人材（人事交流者等）の公務組織への適応支援 
 第三部：人事交流制度を活用して行政での経験を積む～組織を超え活躍する～ 
 ＜資材内容：工夫例＞ 
 ・質的研究で得られた生の声を参考に、現場の意見を可視化する試みを行った（図 8） 
 ・量的研究で優先度が高かった介入策の中で、実際に民間等外部組織と連携して行われて

いる取り組み事例を紹介（図 9） 
 ・ヒアリングから見出された派遣元組織の支援に関する具体的な事例の紹介（図 10） 
 ・中間人材のロールモデルとなる人へのキャリアインタビュー記事（図 11） 
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図 8. 現場からの生の声の反映（資材） 
                    図 9. 介入策の取り組み事例紹介（資材） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 10. 派遣元組織の取り組み事例（資材） 図 11. 中間人材のキャリアパス提示（資材） 
 
 
                       

3-2-4．医療・保健分野以外での本研究の応用可能性の調査 
3-2-4-1.医療・保健分野以外の省庁へのヒアリング調査による実態把握 
【結果】 
 本調査は現在進行中である。現段階で、研究対象者は４名であり、表 12 に属性を記す。 
表 12. ヒアリング対象者属性 
 関係省庁 行政の経験年数 経験した省庁や地方自治体の数 
国立研究組織職員 A 省庁 10~15 年 2 省庁 
行政官 B 省庁 15~20 年 2 省庁、2 地方自治体 
行政官 C 省庁 10 年未満 2 省庁 
国立研究組織職員 D 省庁 10 年未満 1 省庁 

 
本研究の結果を表 13 に示す。 
 
１．エビデンスの活用度 
各省庁でエビデンスの活用は重要視されていたが、活用するデータの種類や収集方法、エ

ビデンスを重要視するフェーズは省庁の専門領域やカウンターパートにより相違があった。 
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表 13. EBPM の実態及び中間人材の活用と課題（省庁間の相違） 

 

 
エビデンス活用度 EBPM の阻害・促進因子 中間人材 

組織間連携 政策手法 行政環境 実態と活用 課題 

A

省
庁 

・事業目標の評価を重視 
・領域の特性上、定性的デー

タに依拠せざるを得ない。定

性的な議論は当該分野を超え

た幅広い専門家を招集する 

 ・全数調査の統計制

度がない 
・不確実性が高い領

域のため、専門家の

知見に依拠しやすい 

 ・民間と省庁の出向は積極的に行われている 
・現場や上流の流れを理解したマネジメント

役を期待 
・イノベーション領域は中間人材が必要とさ

れる 

・オンボーディング支援は口頭に

依存するところも多い 
・キャリアパスが見えない 

B

省
庁 

・課題設定のエビデンスを重

要視 
・各省庁のデータが集めやす

い 

・アカデミア

との連携が少

なく、フラス

トレーション

が生じやすい 

・データが紙媒体で

分断され、統合に労

力を要する 
・投入した資源の流

れを追う仕組みがな

い 
・データが省庁間で

標準化されておら

ず、データおｎ意味

も揺らぎやすい 
・実装段階での課題

が多い 

・EBPM の知見

やスキルがあって

も取り組む機会が

与えられていない 

・行政人材と専門人材で異なる配置構造があ

る 
・現場感のある中間人材に政策立案や実装に

おいて、現場のオペレーションやボトルネッ

クを描いていくことを期待している 
・行政官のロールモデルが身近にいると、中

途採用者等がこれまでの経験と行政業務をマ

ッピングできる 
・あらかじめプロジェクト全体で専門人材の

活用を設計する 
・短期間での政策サイクルでは民間のアイデ

ィアが求められる 

・行政官の現場オペレーションの

課題認識が十分でないことで中間

人材の活用に至らない 
・専門人材の価値を高めるプロジ

ェクトマネジメントができるアカ

デミアの思考も理解した行政官が

必要である 
・外注が増える中でその質の担保

が課題であり、板中間人材との協

働の必要性がより高まっている 

C

省
庁 

・課題設定に加え、実装の評

価でもエビデンスが重要視 
・定量的データに加え、自治

体ヒアリングなど定性的デー

タも運用改善等で重要視 

・アカデミア

からの助言が

特に EBPM で

は有用になっ

ている 

・省庁間でのデータ

のゆらぎ、形骸化し

たアンケート等によ

り必要なデータが得

られない 

・人手不足に加

え、業務整理が十

分にされていない 
・EBPM を学ぶ

余裕がない 

・民間企業からの出向者は多い 
・プロパー職員と出向者の役割分担は明確で

ある 
・人事交流者等は出向後に政策実装が期待さ

れている 

・中途採用者等は OJT が主であ

り、組織的な支援は十分ではない 

D

省
庁 

・課題設定・政策決定にエビ

デンスが重要視される 
・政策決定後の評価は優先度

が低い 
・各省庁からデータを集めや

すいが、不足しているデータ

は自前で調査して集める 

・総合職はア

カデミアから

1on1 で指導を

受ける機会が

あり、アカデ

ミアの思考を

知る経験を有

する 

・データインフラ整

備や分析など専門家

と協働してエビデン

ス創出する組織創り

が行われている 

・研究所と協働し

た理論研修を実施

している 
・職員の高い能力

への依存度が高い 
・人材採用は離職

職員の補填にすぎ

ず、戦略がない 

・中途採用者へプロパー職員の研修を一部開

放する（予定） 
・アカデミアと行政官のコミュニケーション

の橋渡しを中間組織の職員が担っている 
・総合職の職員が EBPM に取り組むきっかけ

を作れる中間人材が求められる 
・行政で扱えるデータ分析の経験などアカデ

ミアが行政に携わる魅力がある 

・中途採用者等のフォロー体制は

十分ではない 
・専門人材の戦略的な採用ができ

ていない 
・ 
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２．EBPM 推進の阻害・促進因子 
EBPM の阻害因子には共通して、データを収集する仕組みの課題、データが標準化や意

味付けの共通認識がないことで、必要なデータが得にくい、得るために膨大な労力がかかる

ことが阻害因子として挙げられていた。こういった業務整理がなされていないことが、人的

資源の不足にも拍車をかけていることが共通項として見出された。 
相違点としては、アカデミアとの連携体制であった。公式・非公式の場を含め、アカデミ

アと行政官が話し合える場やアカデミアの思考を行政官が学ぶ機会となる研修実装をしてい

る省庁もあり、省庁内に行政とアカデミア双方の思考を持てる人材を育成するなど EBPM
の推進要因となっていた。 
３．中間人材の実態及び活用とその課題 
 橋渡し人材とする位置づけはそれぞれの部署でさまざまであった。スペシャリスト型の中

間人材として、一定の領域で専門性を発揮する人材を意図的に雇用することで、中間人材が

専門性を省庁内で発揮し、行政官の EBPM を進める一助となるケースもあった。また、現

場オペレーションを知る人材としての期待度が高い省庁もあり、専門人材としてプロジェク

トのどの段階で活用するかなど戦略的な行政官もいたが、属人的な要素も大きいことが課題

であった。全体として、多くは欠員職員の補充要素として中途採用や人事交流制度を活用す

る傾向があり、多様な経験を持つ人材の特徴を生かした戦略的な人事配置やキャリア支援に

課題があった。 
 
【考察】 
 本研究の医療・保健領域で得られた知見と類似した結果が現段階の調査からは見出された。特

に、EBPM の阻害・促進要因は共通点が多くあった。その課題状況に対しての取り組みは各省

庁に差異があり、組織的な取り組みがなされる省庁は限られており、属人的な取り組み段階の省

庁があった。この取り組みの中核を担っていたのが、行政及びアカデミア双方の思考や価値を理

解している存在であった。これらが属人的な取り組みとなることは「卓越した個人への依存モデ

ル」と類似し、黒河は持続可能性の課題や個人が倫理的リスクを抱えることになると指摘してい

る 22)。本調査では行政官及び国立研究開発機関に属する専門官を対象としている。そのため、

行政内から改革に挑む中間人材としての存在でもあった。エビデンスを創出するアカデミアとこ

ういった行政内で中間的機能を持つ人材がコラボレートしていくことで、エビデンスをもとにし

た政策改革につながっていくと考えられる。 
医療・保健領域において、本プロジェクトでは行政及びアカデミア双方を理解する人材とし

て、人事交流者に着眼をした。本調査では、任期付きにスペシャリスト型中間人材が直接必要な

ポジションに雇用されることが EBPM の推進に有用であると考える省庁がある一方、人事交流

者を含め現場を熟知している人材として政策実装の設計を期待したり、省庁での政策プロセスを

知った上で現場で政策実装やプロジェクト運用するなど、マネジメント要素を含め期待する省庁

もあった。期待する人材のスキルは省庁に相違があったが、政策サイクルが短くなり、省庁内で

の慢性的な人的資源の不足において、循環的な人材として中間人材が求められていることは共通

していた。一方で、その中間人材の支援体制は OJT に依拠した不十分なオンボーディング支援

や不透明なキャリアパスなどの省庁間で共通した課題もあった。黒河は、中間的機能を持つ研究

者が自らのキャリアステージに応じて、政策関与の震度と役割を選択できる分業体制の構築や専

門的な支援を受けられる制度的な保障の必要性を提言している 22)。本調査でも、中間人材を単

なる人員としての活用ではなく、戦略的な人材の活用と循環の必要性が示され、官民が協働して

こういった人材の支援や育成体制を整えていくことが EBPM に重要となることが示唆された。 
＜参考文献＞ 
22) 黒河昭雄, 政策起業家としての科学者の隘路：「斡旋者」と「唱道者」の境界線, 研究技術
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計画, 40(3-4), 356-395: 2025 

3-3．今後の成果の活用・展開に向けた状況 
 
3-3-1. 中長期的な観点での効果、今後の活用の可能性 
 開発した支援策の一つである資材は、担当省庁のみならず、派遣元の組織でも支援を広げ

る一助となる。また資材を派遣元で人事交流に関心がある医師や医学生に活用することで、

人事交流制度の活発化につながる。さらに支援策を通して、人事交流後の人材が中間人材と

して研究・現場と政策を橋渡しする役割を継続的に担っていくことが期待される。人事交流

者が増加することで行政内での必要な人員の確保、行政官と研究者が国内外の政策研究を協

議する場で橋渡しできる人材が増え、継続的な政策形成プロセスへの関与できる中間人材が

活用されることは政策の中長期戦略につながる。自治体と協働した中間人材の存在も政策実

装戦略の支援ができ、この人材育成が EBPM を推進する因子へとつながることが期待され

る。 
 
3-3-2. 医療・保健分野の枠を超えた普及・定着への成果 

本プロジェクトは、医療・保健領域を対象としてきたが、他の専門領域でも応用可能な点があ

ると考えている。そこで、他省庁へヒアリングを行う準備をしており、EBPMにおける課題を解

決する一助となる中間人材の活用や求められている役割の共通性や相違点について明らかにして

いく。中間人材の育成・活用における促進因子や好事例の提示をすることで、分野を超えた

EBPMの広がりが期待されている。 
 
3-3-3. 関与者間ネットワーク 
本プロジェクトに関与した行政官・研究者・中間人材は、プロジェクトやその支援策に関

心を高く持つ方が多く含まれていた。本プロジェクトでこれまでに培われた人々とのつなが

りが、関係省庁、人事交流の派遣元組織、シンクタンク等が協働して人事交流者を含む多様

な人材が政策に関与することを支援するネットワークの構築に寄与すると考える。今後は、

成育医療・母子保健領域の省庁への人事交流経験者のサブグループを立ち上げ、情報共有、

政策に関わる研究等への参加機会の提供、人的ネットワーク構築のプラットフォームとして

体制を整えていくこと等を通じて、EBPMを推進するための更なる人材活用に向けて取り組

んでいきたい。また、関連学会等へ、学会と政策を橋渡しする役割として人事交流等を通し

て行政経験を持つ人材の有効活用方法の提案や、学会等を通した行政官・研究者・中間人材

が議論する場を定期的に設けることなどを検討していく。  
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4．研究開発の実施体制 

4-1．研究開発実施者 
中間人材グループ（リーダー氏名：千先園子） 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 
役職 

（身分） 

千先園子 センサキソノコ 国立成育医療研究センター 
こどもシンクタン

ク 企画調整室 
副室長 

柳川侑子 ヤナガワユウコ 国立成育医療研究センター 
研究所 
社会医学研究部 

共同研究員 

松山春佳 マツヤマハルカ 国立成育医療研究センター 
研究所  
政策科学研究部 

共同研究員 

 
研究者グループ（リーダー氏名：竹原健二） 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 
役職 

（身分） 

竹原健二 
タケハラケン

ジ 
国立成育医療研究センター 

研究所  
政策科学研究部 

部長 

須藤茉衣子 スドウマイコ 国立成育医療研究センター 
研究所 
政策科学研究部 

研究員 

有村悠子 
アリムラユウ

コ 
国立成育医療研究センター 

こどもシンクタンク 
企画調整室 

研究員 

木内翔太 
キウチショウ

タ 
国立成育医療研究センター 

研究所  
政策科学研究部 

共同研究員 

若林雛子 
ワカバヤシヒ

ナコ 
国立成育医療研究センター 

研究所  
医療技術実装推進室 

共同研究員 

上畑ひなた 
ウエハタ 

ヒナタ 
国立成育医療研究センター 

研究所 
政策科学研究部 

共同研究員 

鈴木千琴 スズキチコト 国立成育医療研究センター 
こどもシンクタンク 
企画調整室 

研究員 

 
行政官グループ（リーダー氏名：友利久哉） 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 
役職 

（身分） 

友利久哉 トモリヒサヤ 国立成育医療研究センター 企画戦略局 次長 

千先園子 センサキソノコ 国立成育医療研究センター 
こどもシンクタン

ク企画調整室 
副室長 

柳川侑子 ヤナガワユウコ 国立成育医療研究センター 
研究所 
社会医学研究部 

共同研究員 
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4-2．研究開発の協力者・関与者 
なし 
 

5．研究開発成果の発表・発信状況、アウトリーチ活動など 

5-1．社会に向けた情報発信状況、アウトリーチ活動など 
 
5-1-1．情報発信・アウトリーチを目的として主催したイベント（シンポジウムなど） 
なし 
 
5-1-2．研究開発の一環として実施したイベント（ワークショップなど） 
 

年月日 名 称 場 所 概要・反響など 参加人数 
2025/ 
10/18 

「科学技術イノベーショ

ン政策のための科学 研究

開発プログラム」プログラ

ムサロン(第 18 回)  

東京 複数省庁の行政官や中

間人材の方にご参画い

ただき、各省庁で、エビ

デンスと政策をつなぐ

ためにどのように人材

を活用しているか、そ

の課題などを共有した 

20 名 

 
5-1-3．書籍、DVD など論文以外に発行したもの 
 （1）こどものこえを政策につなげる-政策過程への介入戦略, 千先園子,小児内科 55(10),  

2023/10.  

（2）こども政策に関わる異なる領域・専門分野間の促進―EBPM推進のための中間人材/中

間組織に期待される役割と可能性, 千先園子, 公衆衛生 88(11),2024/6 

（3）社会小児科学 小児医療と行政の橋渡し 成育こどもシンクタンク等の取り組み、 

千先園子, 小児科 66(4), 2025/4  

（4）政策過程 こどもの声を政策に届ける, 千先園子, こども家庭科学研究班こどもた

ちのための Well-Care visitマニュアル 

Policy Door 
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5-1-4．ウェブメディア開設・運営 
 １）動画「『子どもの健康と環境に関する全国調査』エコチル調査って何だろう？～13歳以

降の調査に向けた環境省からのメッセージ～」作成に参画，千先園子，投稿 2023.9.14. 

 
 

5-1-5．学会以外（5-3．参照）のシンポジウムなどでの招へい講演 など 

（１） 特定非営利活動法人日本医療政策機構主催“異次元”のこども関連施策の推進に向けた

課題と展望, テーマ「緊急提言を踏まえた 成育基本法・成育基本計画の実施と運用に向け

た次の打ち手」, 千先園子, 2023 年 4 月 6 日, 東京大手町 
こども政策を担当する政策担当者や学会の KOL と共に成育基本法・基本計画の実施と運

用などに関して議論した。本研究から得られたこども政策における EBPM 政策過程のボト

ルネックと介入策について中間人材・中間組織の可能性も含めて公開フォーラムにて講演

を行った。また政策提言に参画し、その内容を Webで広く公開した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） "Prioritising Early Years Health Policy Workshop 2024,千先園子, The Academy of 
Medical Sciences, 2024/2/22-23, United Kingdom.  
英国 The Academy of Medical Science が主催開催した国際こども政策会議

"Prioritising child health and wellbeing in policy making workshop"（こどものウ

ェルビーイングのための政策立案に関して世界 10 か国から 40 人ほどの政策科学者や疫

学者等が招聘された会議日本からは三名が出席）から招聘を受け、日本における EBPM 推

進の現状や中間組織（成育こどもシンクタンク）の取り組みなどに関して情報を共有し、

国際間比較などを通してこども政策に関する議論と政策提言に参画した。 

 
（３） 横浜市 EBPM 座談会,竹原健二,千先園子, 横浜市政策局政策課データ・ストラテジー, 

2023/11, 横浜 

自治体横浜市が主催した官民連携のプロジェクトに研究代表者と分担研究者が委員と

して出席し、オープンデータの利活用について、中間人材や中間組織の役割や可能性、ア

カデミアの視点から、民間や自治体の職員と議論に参画し、Web Noteで記事を公開した。
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以降、Slack によるバーチャルでの議論の場へ参画を継続している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） 国立成育医療研究センター臨床懇話会にて、研究代表者がシンクタンク及び中間人材

の活用について講演を行った 2023/12/23, 京王プラザホテル（東京都世田谷区） 
 

（５） 産官学越境の働き方―新しい社会実装、ソーシャルインパクトを目指してー, 第11回
成育サマーセミナー「これからの小児医療、そして多様なキャリア」、2024/7/6、国立成育

医療研究センター（東京都世田谷区）若手小児科医を対象に、行政経験を含む多様なキャ

リアや中間人材の可能性について講演を行なった。 
 

（６） 海外の医師団に対して、日本の小児医療の現状と課題、EBPM推進に向けたシンクタン

クの取組などを複数回にわたって講演を実施した。 
Japan Child Health Policy-Achievements and Challenge, 千先園子, 日本の小児医療に関する

セミナー（インドネシア医師団対象）国立成育医療研究センター主催 2023/8/10, 国立成

育医療研究センター（東京都世田谷区） 
Japan Child Health Policy-Achievements and Challenge, 千先園子, 日本の小児医療に関する

セミナー（カタール医師団対象）国立成育医療研究センター主催 2024/8/28, 国立成育医

療研究センター（東京都世田谷区） 
Japan Child Health Policy-Achievements and Challenge, 千先園子, 日本の小児医療に関する

セミナー（エジプト医師団方対象）国立成育医療研究センター主催 2024/11/26, 国立成育

医療研究センター（東京都世田谷区） 
Japan Child Health Policy-Achievements and Challenge, 千先園子, 日本の小児医療に関する

セミナー（エジプト医師団方対象）国立成育医療研究センター主催 2025/6/11 国立成育

医療研究センター（東京都世田谷区） 
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（７） 第 33 回国立成育医療研究センター地域医療支援委員会にて、研究代表者がシンクタン

ク及び中間人材の活用について講演を行った 2025/6/25, 国立成育医療研究センター（東

京都世田谷区） 
    
 （７）東京大学公共政策大学院・武蔵野大学国際総合研究所医療イノベーション政策研究会に

て、研究代表者が EBPM 推進のための中間人材の活用やその課題について話題を提供し、

関係者間での議論を行った 2025/9/25 東京大学（東京都文京区） 
    
 （８）JST-RISTEX「科学技術イイノベーション政策のための科学」研究開発プログラム最終シ

ンポジウムにて、研究代表者が研究プロジェクトについて発表を行う予定である。

2025/12/15 東京大学（東京都文京区）予定 

5-2．論文発表 
5-2-1．査読付き（  １件）  

（1） Arimura. Y, et al., Identifying factors for promoting evidence-based 
policymaking in Japan with the perspective of Policymakers, Researchers and 
knowledge brokers: a semistructured interview. Health Res Policy Syst. 
2025;23(1):48. Published 2025 Apr 10. doi:10.1186/s12961-025-01320-0  

（2） Arimura Y, et al., Perceived effectiveness of factors and intervention strategies 
for promoting evidence-based policymaking in Japan: A cross-sectional survey 
among policymakers, researchers, and knowledge brokers. Submitted September 
2025 to Health Res Policy Syst. 査読中 

 
5-2-2．査読なし（  ０件） 
 

5-3．口頭発表（国際学会発表及び主要な国内学会発表） 
 
5-3-1．招待講演   （国内会議 0 件、国際会議 1 件 
（1）森崎菜穂、千先園子、The current situations and challenges of EBPM in Japan, and the potential 

utilization of personnel exchange initiatives The Academy of Medical Sciences、ロンドン、

2025/3/4 
 
5-3-2．口頭発表   （国内会議 0 件、国際会議 1 件） 
（1）Arimura Y. et al., Assessing the perceived effectiveness of factors and 

intervention strategies for promoting evidence-based policymaking in Japan; A 
cross-sectional survey among Policymakers, Researchers, and knowledge brokers, 
The 11th international Conference on Public Health, Thailand, 2025/8 

 
 
5-3-3．ポスター発表 （国内会議 3 件、国際会議 0 件） 

（1）有村悠子,千先園子,上畑ひなた,木内翔太,須藤茉衣子,松山春佳,友利久哉,竹原健二,  

第 1報: 成育医療母子保健領域における EBPM サイクルの促進阻害因子の分析:文献調査,

第 82回公衆衛生学会総会, 2023/11/2, 国内 

（2）千先園子,有村悠子,松山春佳,須藤茉衣子,木内翔太,上畑ひなた,友利久哉,竹原健二, 



 
 

49 
 

第 2報: 成育医療母子保健領域における EBPM サイクルの促進阻害因子の分析:質的調査, 

第 82回公衆衛生学会総会, 2023/11/2, 国内, ポスター発表 

（3）松山春香,有村悠子,柳川侑子,木内翔太, 若林雛子, 友利久哉, 竹原健二, 千先園子, 

   成育医療・母子保健領域のエビデンスに基づく政策立案における中間人材の活用の取り

組み紹介, 第 1回医療政策学会, 2025/6/28,国内 

 

5-4．新聞報道・投稿、受賞など 
 なし 
5-4-1．新聞報道・投稿 

なし 
5-4-2．受賞 
 なし 
 
5-4-3．その他 
（1）「こどもシンクタンク すべてのこどもの BioPsychoSocialな支援を目指して」ラジオ出

演, 千先園子, ラジオ NIKKEI小児科診療 UP to DATE 2022-2023, 2023/5/3, 

（2）「#思わず笑っちゃう 2022 写真展」で集まった笑顔を寄付に換え、「成育こどもシンクタ

ンク」に託しました，成育こどもシンクタンク, 竹原健二, 千先園子，東京新聞 WEB 

 

5-5．特許出願 
5-5-1．国内出願（ 0 件） 
 
5-5-2．海外出願（  0 件） 
 

6．その他（任意） 

(1) 研究成果としての資材の作成・発刊 
  医療・保健領域における Evidence Based Policy Making 
の推進~政策と現場・科学を結ぶ中間人材の活用~ 
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